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中央大学国際経営学部 准教授 国松 麻季 
＜概要＞ 

 このレポートは、欧州と米国のスタートアップ向けファンディング・プログラム（補助金・委託費の制度）の調査を通じて、

日本が今後どのようにスタートアップへの資金的支援を行っていくべきかを検討し、取りまとめたものです。 

 

米・欧との比較に見る 日本のスタートアップ向けファンディング・プログラムの特徴と課題 

【予算】 

 ・ 日本のスタートアップ向けファンディング・プログラムは欧州や米国に比べて、予算の規模や安

定性という面において大きく劣る。これを、少なくとも欧州レベルに近づけていく必要がある。 

【制度設計】 

 ・ 日本のプログラムは、「政府と VC が協調してスタートアップを支援する」という、欧米にはない

特徴を持つ。これは、日本の強みであるとともに、今後の改革にあたっては制約にもなる。 

 ・ 今後、日本では「プログラムの規模拡大」と「課題設定・公共調達型プログラムの導入」を実現

していくことが重要であり、そのためには現在のスキームや体制を大きく変えていく必要がある。 

 ・ 「プログラムの規模拡大」という面では、欧州のシンプルな制度設計やスマートな運用に学ぶこ

とが重要である。また、「課題設定・公共調達型プログラムの導入」に関しては米国 SBIR および

英国 SBRI が参考になる。 

【執行機関】 

 ・ ファンディング・プログラムの改革においては、制度設計だけでなく、プログラムを運営する「執

行機関」の改革も同様に重要である。大規模プログラムを効果的・効率的に運用していくために

は、既存の組織とは別に新たな執行機関を設置し、「スタートアップ向けファンディング・プログ

ラム運営のプロフェッショナルチーム」を作っていく必要がある。 

 ・ また、課題設定・公共調達型プログラムの実現には、「公共セクターの調達ニーズを良く知る科学

技術の専門化が、プログラムに深く関与する仕組み」を作っていく必要がある。 

【執行ルール】 

・ 厳しすぎるモニタリングや、スタートアップのキャッシュフローへの配慮不足、収益納付、取得

財産管理の厳しさ等、現状のファンディング・プログラムの執行ルールは多くの課題を抱えてい

る。新たに設置する執行機関のもと、スタートアップ向けのファンディング・プログラムに特化

した、新しい補助金・委託費の執行ルールを作っていく必要がある。 

※ 次ページの図表は、これらの現状と課題を踏まえ、我々調査チームが検討した「最強のスタートアップ向

けファンディング・プログラム」の青写真である。 
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「最強のスタートアップ向けファンディング・プログラム」の青写真 

 

  

⚫ 7年間の政策枠組みのもと、年度をまたぐ執行が可能な、年間120億円の予算を確保

常設・シンプル設計の大規模プログラムを実現
（約100億円）

予算

制度設計

◼ EUのSME Instrumentをベンチマーク

◼ 常時申請可能（締め切りは年4回）で、申請プロセス
がシンプルな、分野やテーマを問わないプログラム。

◼ 2段階の支援を提供

⚫ フェーズ１：フィージビリティ・スタディ

- 1件あたり1,000万円の100％補助／事業期間
1年／年間300件の採択

⚫ フェーズ２：試作品開発

- 1件あたり2,000万円～1億円の75％補助／事
業期間2年／年間100件の採択

※ フェーズ２からの申請も可能

◼ 審査およびハンズオン支援でVCと連携

単発・課題設定型の小規模プログラム群を実現
（約20億円）

◼ 米国SBIR・英国SBRIをベンチマーク

◼ 調達省庁のニーズや課題をテーマとした小規模な
プログラムを年間10本程度実施（日本版SBIRの改
革により実現）

◼ 2段階の支援を提供

⚫ フェーズ１：フィージビリティ・スタディ

- 1件あたり1,000万円の委託／事業期間6カ月
／各プログラムの採択は5件程度

⚫ フェーズ２：試作品開発

- 1件あたり2000万～1億円の委託／事業期間2
年／ 各プログラムの採択は２件程度

※フェーズ２からの申請は不可。フェーズ2後は公共
調達にむけて支援を継続

◼ ハンズオン支援でVCと連携

スタートアップ向け補助金執行の
スペシャリストチームを組成

米国SBIR型の「プログラム・マネジャー」を設置し
調達省庁と共同でプログラムを運営

執行機関

◼ 米国海軍及びInnovate UKをベンチ―マーク

◼ それぞれ専門の技術分野を持つ米国SBIR型のプロ
グラムマネジャー（PM）を5名程度設置

◼ PMは、調達省庁のニーズを公募の「テーマ」に落と
し込み、調達省庁と共同でプログラムを実施。

◼ 審査や評価の大部分を担当のPMが行う。

◼ 欧州委員会及びInnovate UKをベンチマーク

◼ 20名程度の独立性の高いチームが継続的にプログ
ラムを運営し、常に改善を図る。

◼ チームは、補助金執行とスタートアップに通じるスペ
シャリストで組成

◼ 審査やモニタリングは外部のネットワーク活用やIT
化により徹底して高度化・効率化

執行ルール

◼ 新たに立ち上げた執行機関のもと、成果の最大化と利用者の利便性向上を実現するため、補助金・委託費
の新たな執行ルールを整備

⚫ 採択者のキャッシュフローへの配慮／補助対象経費の拡大／収益納付の撤廃／モニタリングの効率化
／取得財産管理の柔軟化

◼ 日本の特徴である「政府とVCの協力関係」を活かしつつ、欧州型の「大規模でスマートなプログラム」と、米国
SBIRにならった「課題設定・公共調達型の小規模プログラム群」を実現する。

◼ 上記２種類のプログラムを運営する執行機関を新たに立ち上げる。（既存組織のローカルルールから自由になるた
め、新たな組織として立ち上げるのが望ましい）
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はじめに：問題意識と調査概要 
（１）調査の目的・問題意識 

 スタートアップが何らかの技術やプロダクトを開発して事業化を目指す際、それを資金

面で支えるのは、ベンチャー・キャピタル（VC）のような民間の投資会社等の役割だと考

えられている。 

しかし、スタートアップが取り組む事業の中には、大きなイノベーションを生む可能性

を秘めていたとしても VC 等が資金的に支えられないものが存在する。例えば、事業化やイ

グジットまでに長い時間がかかるものや、前例が乏しくリスクやリターンを評価しきれな

いものなどが典型的で、こうしたケースではそもそも VC 等からのシード期の資金調達が十

分にできず、事業が頓挫する場合が多い。 

 

こうした問題は、仮に VC 業界が十分に発展したとしても残る「構造的な問題」、あるい

は「市場の失敗」であり、諸外国ではこれを解決するため「補助金」や「委託費」という

形で政策的な介入が積極的に行われてきた。特に、米国が 1982 年に導入した Small 

Business Innovation Research（SBIR）制度が有名で、政府機関が長期的かつ大規模にシ

ード期のスタートアップ等を資金的に支援してきたことが、米国のイノベーション創出力

を高めてきた。米国以外の国々でも、この SBIR の成功にならって様々なスタートアップ支

援の制度が実現し、今日にいたるまで拡大と進化を続けている。 

 

一方、日本では、スタートアップへの社会的な関心は年々高まりつつあるものの、政策

的な支援という面では、VC のファンドへの出資のような間接的な資金支援や、スタートア

ップの表彰制度、各種ガイドライン作成、大企業とのマッチングなどの非資金的支援が重

視され、補助金や委託費のような直接的な資金支援は不思議なほど軽視される傾向にある。 

 

日本は、スタートアップ向け補助金・委託費の在り方を、本気で変えていく必要がある

のではないか。 

 

 本プロジェクトは、このような問題意識にもとづき、日・米・欧のスタートアップ向け

ファンディング・プログラム（補助金・委託費の制度）を詳細に調査し、比較することで、

日本が今後どのようにスタートアップへの資金的支援を行っていくべきかを検討したもの

である。 

 

（２）調査の範囲・対象 

本調査において、本来であれば「スタートアップが受け取ることができる補助金や委託

費の制度の全て」を調査対象にすべきかもしれない。しかし、こうした制度は非常に多様
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で、全てを扱うと制度間の比較もままならなくなる。 

そのため、本調査では調査対象を以下の５つの条件を満たすものに絞ることにした。 

 

① スタートアップ（創業前も含む）の研究開発を、政府やそれに準ずる機関が、補助金

または委託費の形で資金的に支援する政策（広義のスタートアップ向け補助金・委託

費。エクイティやデットファイナンスによる支援は含まない）のうち 

② 政府等からの公募に対してスタートアップ等が提案し、それを政府等が審査・採択す

るというプロセスを踏むもの（ファンディング・プログラム） 

③ 各国において予算的あるいは政策の位置づけ的に「主要な」もの 

④ 大企業等との共同開発支援や、技術移転を目的とするものは除く。 

⑤ スタートアップだけでなく、いわゆる既存中小企業が申請可能なプログラムも対象と

するが、その場合は、主な採択者がスタートアップであること 

 

つまり本調査は、政府等による「純粋かつ主要な、スタートアップ向けファンディング・

プログラム」を調査対象としている。 

 

図表 1 スタートアップ向け補助金・委託費の定義と本調査の対象 

 

 

 なお、ここでの「ファンディング・プログラム」とは、「補助金・委託費を企業等に提供

していくプロセス全体」を指しており、一般的には下図のような構造を持つ。 

 

つまり、はじめに政府の「①予算」が定まり、その予算内で執行機関がプログラムの「②

制度設計」を行う。その設計に基づいて提案の「③公募」がなされ、集まった提案を執行

機関が「④審査・採択者決定」を行う。その後、補助金の場合は交付決定の通知、委託の

場合は委託契約が交わされ、補助事業や委託事業がスタートする。事業期間中には、メン

タリングやマッチング等の「⑤ハンズオン支援」が提供される場合もある。また、執行機

【調査対象】
主要かつ純粋な
ファンディング・
プログラム

広義の
スタートアップ向け
補助金・委託費

① スタートアップの研究開発等を、政
府等が補助金または委託費の形で資
金的に支援する政策

② 公募→提案→審査→採択というプロ
セスを踏むもの（ファンディング・
プログラム）

③ 予算的あるいは政策の位置づけ的に
主要なもの

④ 他社との「共同開発」や「技術移
転」を目的とするものは含まない

⑤ 主な採択者がスタートアップである
こと
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関は支出管理・不正防止を目的として採択者の「⑥モニタリング」を行うとともに、「⑦補

助金等の支払」を行う。（日本の場合、事業が完全に完了した後に補助金支払を行うため、

フローがやや異なっている。） 

 事業完了後、執行機関が採択者ごとに「⑧補助事業等成果評価」を行い、次のフェーズ

の支援等に繋げるか否かを判断する。また、執行機関はファンディング・プログラム全体

のインパクトを「⑨プログラム成果評価」で評価して政府に報告。その結果を踏まえて次

期の予算の調整や制度設計の改善を行う。 

スタートアップ等への資金的支援は、金額の大きさだけでなく、ファンディング・プロ

グラム全体をどのように設計し、運用していくかが非常に重要であり、本レポートでもそ

の仕組みの分析に重きを置いている。 

 

図表 2 ファンディング・プログラムの構成要素とフロー 

 

 

（３）レポートの構成・想定読者 

本レポートの主な想定読者は、「スタートアップ政策の立案・設計・決定・執行に関わる

方々」である。特に、現状のスタートアップ政策に何らかの問題意識を持ち、この状況を

変えていきたいと思っておられる行政職員や執行機関職員、政治家、シンクタンク、研究

者の方々に読んでいただければ幸いである。 

 

本レポートは、「第 1 部：ファクト編」と「第 2 部：分析編」の大きく２つに分かれてお

り、第 1 部から読んでいただいても、第 2 部だけ読んでいただいても問題ないようになっ

ている。 

第 1 部のファクト編では、日・米・欧における、主要なスタートアップ向けファンディ

ング・プログラムを取り上げ、そのプログラムの内容について整理するとともに、米国お

よび欧州に関してはプログラムの制度設計や運用上のポイントを抽出している。この第 1

部は、文字通り、その後の分析や主張の根拠となる「ファクト」を集めたものなので、細

かい記述も多く、政策の「立案・設計・決定」に関わる方々にとっては退屈かもしれない。

①予算 ②制度設計 ③公募
④審査・

採択者決定

⑨プログラム
成果評価

補助事業等実施期間

⑤ハンズ
オン支援

⑥モニタ
リング

⑦補助金等
支払

⑧補助事業等
成果評価 事業開始事業完了

ファンディング・プログラムの構成要素およびフロー
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その場合は第 2 部から読んでいただければありがたい。（政策の執行に関わる方々にとって

は、具体的で面白い情報が詰まっている部分でもあるので、ぜひ第 1 部も読んでいただき

たい。） 

  

第 2 部の分析編では、２章構成で分析を行っている。 

第１章「欧米と日本の比較・日本の課題」では、欧米と日本のプログラムを多様な切り

口で比較し、そこから日本の特徴と課題の抽出を試みた。 

第２章では、「最強のファンディング・プログラム実現に向けて」と題し、前章で整理し

た日本の課題を踏まえつつ、各国のプログラムの優れたところを組み合わせ、日本が実現

すべきスタートアップ向けファンディング・プログラムの具体的な姿を検討した。 

 

（４）調査手法 

 本調査では、欧州と米国のプログラムに関して、文献調査とヒアリング調査を行ってい

る。文献調査に関しては、各プログラムの公募要領や交付要綱、契約書のひな形、執行機

関が作成しているプログラム紹介資料、外部機関が作成するインパクト評価レポート、論

文等を対象とした。ヒアリング調査では、プログラムの執行機関に訪問し、各プログラム

の運営責任者、あるいはそれに準ずる方々に、数時間におよぶヒアリングに対応いただい

た。 

 

（５）頻出するキーワードの解説 

 

■ 「補助金」と「委託費」 

補助金とは、「民間が実施する公益性のある事業に対して、国が交付する金銭的給付」、

委託費とは「国が自ら行うべき事務・事業等を他の機関に委託して行わせるもの」であ

り、両者が持つ意味は本来大きく異なる。一方で、イノベーション政策、スタートアッ

プ政策の文脈では、両者をこの定義どおりに切り分けることは難しい（イノベーション

創出は国家的使命でもあるし、民間の事業でもあるため）。特に、補助率が 100％の補助

金は運用上の実態としては委託費とほとんど変わらない場合も多い。 

 

■ 執行機関（ファンディング・エージェンシー） 

   ファンディング・プログラムには、必ずそれを運営する主体が存在し、本レポート

ではそれを「補助金・委託費を執行する機関」という意味で「執行機関」と呼んでい

る。日本の場合、NEDO のような国立研究開発法人が担っている場合が多いが、民間

企業や社団法人等が担うケースもある。一般的には、これと同じ意味で「ファンディ

ング・エージェンシー」、「執行団体」等の言葉が使われることもある。 
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■ 「課題設定型プログラム」と「オープン型プログラム」 

  ファンディング・プログラムの中には、公募時に具体的なテーマ（××を解決する技

術を募集、等）が示されるものと、テーマが示されず基本的にどんな提案でも受け付け

ているものの 2 種類が存在する。本レポートの中では前者を「課題設定型」、後者を「オ

ープン型」のプログラムと呼んで区別している。 
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第 1部：ファクト編 

-日・米・欧のスタートアップ向けファンディング・プログラム-  
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１． 日本のスタートアップ向けファンディング・プログラム概況 
 日本において、本調査の対象となるスタートアップ向けファンディング・プログラムは、

小規模なものまで含めれば数多く存在する。そのうち、規模や政策的な位置づけを踏まえ

て「主要なプログラム」と呼べるものとしては、経済産業省・NEDO の「研究開発型ベン

チャー支援事業」、総務省の「ICT イノベーション創出チャレンジプログラム（i-challenge!）」、

そして文部科学省・JST の「大学発新産業創出プログラム（START）」が挙げられる。 

以下では、これら３つの制度について、その概要を整理したい。 

 

（１） 経済産業省・NEDO 「研究開発型ベンチャー支援事業」 

日本における代表的なスタートアップ向けファンディング・プログラムの１つとして、

経済産業省所管の国立研究開発法人「新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）」が

実施する「研究開発型ベンチャー支援事業」が挙げられる。 

本事業は、特定の技術シーズに基づく「研究開発型スタートアップ」を支援対象とした

政策で、創業前から事業拡大まで、スタートアップの成長ステージに応じた複数のプログ

ラムが実施されている（下図参照）。 

これら複数のプログラムのうち、本レポートにおけるファンディング・プログラムの定

義に当てはまるのは、「NEDO Entrepreneurs Program（NEP）」および「シード期の研究

開発型ベンチャーに対する事業化支援（STS）」の２つである。 

 

図表 3 「研究開発型ベンチャー支援事業」の全体像 

 

<出所>NEDO『STS 公募説明会資料（平成 31 年 2 月）』 
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図表 4 STS の概要 

項目 内容 

総予算 2019 年度：6.0 億円 

2018 年度：8.0 億円 

2017 年度：15.0 億円 

2016 年度：13.9 億円 

開始時期 2015 年スタート 

実施機関 NEDO 

タイプ 補助金型／オープン型 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

■フェーズ１：プレ STS 

・ 補助率：３分の２ 

・ 補助額上限：2,000 万円 

・ 事業期間：12 か月 

■フェーズ２：STS 

・ 補助率：３分の２ 

・ 補助額上限：7,000 万円 

・ 事業期間：18 か月 

公募方法 ・年間２回の公募 

対象企業 シード期の研究開発型スタートアップ 

・「認定 VC」からの出資を受けている、あるいはその予定があるスタートア

ップのみが応募可能 

申請件数 

採択件数 

2018 年度は 50 件の申請があり、そのうち 18 件を採択（採択率 36％） 

審査方法 1 次審査：NEDO に登録する専門家による書面審査 

2 次審査：有識者委員会による審査 

支払方法 事業終了後の精算払い 

支出管理・ 

不正防止 

・NEDO のプログラムマネージャーが採択者と定期的に接触し、開発進捗

や対象経費についてモニタリング 

・事業終了後に、全件に対して確定検査を実施。 

・抜き打ちで会計検査院による会計検査が入る。 

 

このうち、STS が「研究開発型ベンチャー支援事業」全体の中でも中核的なプログラム

である。研究開発型スタートアップが創業後に直面する「死の谷」克服の支援を目的とし

ており、採択者は 18 か月間で最大 7,000 万円の補助（補助率は３分の２）を受けることが

可能である（プレ STS として、12 か月で 2,000 万円の補助が受けられるメニューも存在）。 
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STS は別名「VC 協調支援制度」とも呼ばれており、NEDO と民間 VC が協調してスタ

ートアップを支援するスキームが特徴である。具体的には、本プログラムは「認定 VC」（本

プログラムに登録された民間の VC）による出資約束（または出資実績）を取り付けたスタ

ートアップのみが申請でき、また、本プログラムに採択されたスタートアップはその認定

VC からのハンズオン支援を受けることになっている。 

こうした仕組みは、VC による「目利き」を申請プロセスに組み込むことで審査の信頼性

を高めること、そして、事業開始当時まだ発展途上だった VC 業界を支援すること（VC か

ら見れば、出資先に政府の補助が入ることでリスクを下げられる）という２つの目的のも

と、設計・導入されたものであり、VC 業界の発展にも貢献してきた。 

 

なお、「研究開発型ベンチャー支援事業」という枠組み全体で見ると、予算額は年間 15

～20 億円程度で比較的安定して推移しているものの、STS単体で見ると予算は年々減少し

ており、2019 年度には 6.0 億円と、ピーク時の３分の１にまで落ち込んでいる。 

 

（２） 総務省「ICT イノベーション創出チャレンジプログラム（i-challenge!）」 

総務省による代表的なスタートアップ向けファンディング・プログラムとしては「ICT

イノベーション創出チャレンジプログラム（i-challenge!）」が挙げられる。 

 総務省では、情報通信技術（ICT）の発展と利活用の促進をミッションの１つとして掲げ

ており、その一環として ICT 分野の企業支援にも取り組んでいる。「i-challenge!」もその

一つで、スタートアップによる「ビジネスモデル実証」の取り組みを、12 か月で最大 7,000

万円補助（補助率は２／３）するプログラムとなっている。 

  

 このプログラムも、NEDO の STS と同様に、VC と政府が協調的に支援するスキームに

なっている。スタートアップは、本プログラムへの申請にあたり、はじめに「簡易な研究

計画」を作成したうえで民間 VC（一次提案審査委員会の構成メンバー）とのマッチングを

受ける。マッチングに成功したスタートアップは、その VC と共同で「二次提案書」を作成。

総務省に置かれる評価・運営委員会による二次審査を受け、採択・非採択が決定される。

そして、採択されたスタートアップは、VC からのハンズオン支援を受けながら、「ビジネ

スモデル実証」に取り組む。 

 

 この「i-challenge!」は、申請手続きの負担は大きいものの、採択後はスタートアッにと

って比較的使いやすく評価の高いプログラムであったが、2019 年度は予算が付かず、新規

公募を停止している。 
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図表 5 i-challenge! 公募から採択の流れ 

 

<出所> 平成 30 年度 I-Challenge!事業概要資料 

  

図表 6 総務省 i-challenge! の概要 

項目 内容 

総予算 2019 年度：―円（新規受付停止） 

2018 年度：2.6 億円 

2017 年度：2.9 億円 

2016 年度：2.5 億円 

2015 年度：3.7 億円 

開始時期 2014 年 

実施機関 総務省（申請窓口等のプログラム運営は民間に委託） 

タイプ 補助金型／オープン型 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

・補助額：7,000 万円以内 

・補助率：企業 2/3、大学等 10/10 

・事業期間：12 か月以内 

公募方法 常時申請可能 

対象企業 ICT 分野における新技術を用いた事業に挑戦するベンチャー企業や大学等 

申請件数 

採択件数 

平成 30 年度は 5 件程度の採択を想定 
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審査方法 1 次審査：公募により登録された VC 等による「一次提案審査委員会」 

2 次審査：総務省に設置された「評価・運営委員会」による審査を経て決定 

支払方法 基本的に、補助事業完了後または会計年度明けに実績報告書を提出し、検査

を経て補助金額が確定した後に支払われる（精算払い）。 

ただし、「必要があると認められる場合には」補助金の交付の決定の後に概 

算払いが可能。 

支出管理・ 

不正防止 

総務省が委託する「経費執行管理機関」によるモニタリングが行われる。 

 

（３）文部科学省・JST「大学発新産業創出プログラム（START）」 

 文部科学省所管の国立研究開発法人 科学技術振興機構（JST）では、技術シーズの事業

化を目指す大学等の研究者向けの支援事業「大学発新産業創出プログラム（START）」を実

施している。本事業は「大学発ベンチャー1」を創出するためのプログラムで、本プログラ

ムに採択された研究者は、年間 3,000 万円～5,000 万円の研究開発費を受け取り、技術シー

ズの事業化に向けた研究開発に取り組む。（研究開発期間終了後に、民間からの資金を得て

スタートアップとして創業することが目標） 

 

 本プログラムの特徴としては「事業プロモーターユニット」の存在が挙げられる。（事業

プロモーターユニットは、「研究者に対して、研究成果の事業化に向けたハンズオン支援を

行うことができる機関」として START に登録された民間 VC 等を指す。） 

研究者は、本プログラムの申請にあたり、はじめに「一次申請書」を作成して、自らが

指定する事業プロモーターユニットからの一次審査を受ける。一次審査に通過した研究者

は、その事業プロモーターユニットと共同で二次申請書を作成。JST に置かれる「推進委

員会」による二次審査を受け、採択・非採択が決定される。そして、本プログラムに採択

された研究者は、事業プロモーターユニットによるハンズオン支援を受けながら、研究開

発に取り組む。 

  

この構造は、先に述べた STS と i-challenge と非常に似通っている。 

つまり、STS、i-challenge、START という日本の主要なスタートアップ向けファンディ

ング・プログラムは、いずれも「最初の目利き」と、「採択後のハンズオン支援」を民間 VC

の手に委ねており、「政府と民間 VC による協調支援」を重視している。これは、後から登

場する欧州や米国のプログラムが、比較的 VC と距離を置いていることとは対照的であり、

日本のスタートアップ政策の特徴の１つだと言える。 

                                                   
1 START では、下記二つの条件をどちらも満たしている技術シーズを基に起業するベンチャーを「大学

発ベンチャー」として定義している。「大学等の教職員が職務として開発・発明した技術シーズであること。」 

「・大学等がその技術シーズの権利を有していること(大学等がその技術シーズの権利を有していなくても、

ベンチャー設立後に大学に一定額（ストックオプション等含）を寄付することを計画する場合等も含む。)。」 
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図表 7 START におけるプロジェクト実施イメージ 

 

＜出所＞START 公式 WEB サイトより（https://www.jst.go.jp/start/index.html） 

 

図表 8 START の概要 

項目 内容 

総予算 2019 年度：1,748 百万円 

2018 年度：1,784 百万円 

2017 年度：2,001 百万円 

2016 年度：2,107 百万円 

開始時期 2012 年度 

実施機関 国立研究開発法人 科学技術振興機構（JST） 

タイプ 委託費／オープン型（特定のテーマ・課題設定なし） 

上限金額・ 

事業期間・ 

１～２年度の研究開発で 5,000 万円／年  

２～３年度の研究開発で 3,000 万円／年  

※いずれも直接経費。大学等における間接経費は 30％を別途措置 

公募方法 通常、年間 1 回の公募締切・審査・採択（申請は通年で受け付けている） 

対象者 技術シーズの事業化を目指す大学等の研究者 

申請件数 

採択件数 

2018 年度は 9 件の採択 

審査方法 1 次審査：「事業プロモーターユニット」による審査 

2 次審査：「推進委員会」による審査 

支払方法 委託契約締結後、採択者側からの請求に基づき支払い 

（採択者は、経費発生前に委託費を受け取ることが可能） 

 

https://www.jst.go.jp/start/index.html
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２．EU Horizon 2020 SME Instrument 
（１）プログラムの概要 

 EU の政策執行機関である欧州委員会は、2014 年 1 月、EU 内の研究及びイノベーショ

ン創出を促進するための政策枠組み「Horizon 2020」をスタートさせた。Horizon 2020 の

予算規模は、その前身である「FP7」から大幅に拡大され、2014 年から 2020 年までの 7

年間で 800 億ユーロが投じられることになっている。 

 この Horizon 2020 の枠組みの中には、研究者支援や社会的課題解決等を目的とした多様

なファンディング・プログラムが含まれており、その中で「中小企業によるイノベーショ

ン創出」を目的としたプログラムが、「SME Instrument」である。SME Instrument は、

研究助成の色彩が強い Horizon 2020 の中では異色のプログラムであり、当初は予算の割り

当ても少なかったが、中間評価や計画見直しの度に注目が高まって予算額が拡大し、最終

的に全体予算の 3.7％（7 年間で 30 億ユーロ）を占める重要なプログラムに成長した。現

在は名実ともに EU で最大のスタートアップ向けファンディング・プログラムとなってい

る。 

 

＜成立経緯＞ 

SME Instrument は、研究者支援および大学から民間への技術移転支援に偏重していた

過去（FP7 以前）の EU のイノベーション政策への反省から生まれた。政策的な支援によ

って生まれた研究成果の中に、実用化・商業化まで到達しないケースが多いことが次第に

明らかになり、既存の政策を補完する（あるいは代替する）新しい政策が求められるよう

になった。 

 その政策のアプローチとは、「スタートアップ等の中小企業によるイノベーション創出を

資金的に支援し成長の起爆剤とすること、そして Young Leading Innovator を育成する2」

というものであり、それが 2014 年に SME Instrument として具体化された。なお、SME 

Instrument の成立過程や制度設計面では、米国の SBIR が強く意識されている。中小企業

の研究開発への、政府による大規模な資金的支援が米国のイノベーション創出力を高めて

きたという理解のもと、米国 SBIR をベンチマークにしながら、EU 独自の政策として設計

されたのが SME Instrument だと言える。 

また、当時の欧州はリーマンショックの傷が癒えず、金融機関がスタートアップ等のリ

スクの大きい事業には資金を出したがらない状況であったことも、SME Instrument の実

現やその後の予算規模拡大を後押しする要因となった。つまり「リスクを取れない民間の

金融機関の代わりに、欧州委員会が積極的に投資しなければならない」ということである。 

 

                                                   
2 欧州委員会研究・イノベーション総局 SME Instrument 担当責任者へのインタビュー調

査より（2019 年 2 月実施）。以降の鍵括弧内のコメントも同様。 
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図表 9 SME Instrument の概要 

項目 内容 

総予算 €4.8 億（2018 年）← €4.6 億（2017 年）← €3.5 臆（2016 年） 

←€2.6 億（2015 年）←€2.5 億（2014 年） 

開始時期 2014 年 1 月 

実施機関 欧州委員会 

タイプ 補助金／オープン（テーマ無し）型 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

フェーズ１～３の多段階支援を提供している（フェーズ２からの応募も可） 

■フェーズ１：実現可能性の評価（Feasibility assessment） 

・ 補助率：100% 

・ 事業費：50,000 ユーロ 

・ 事業期間：通常 6 か月 

■フェーズ２：イノベーション創出のための取り組み 

・ 補助率：70％ 

・ 事業費：500,000～2,500,000 ユーロ 

・ 事業期間：通常 24 カ月 

■フェーズ３：商業的利用の促進 

・ VC や大企業とのマッチング機会の提供（資金的支援は無し） 

公募方法 年間４回の公募を切れ目なく行っている 

対象企業 EU、または Horizon 2020 関係国の中小企業（SME） 

中小企業の定義は、従業員 250 人名未満、売上高 5300 万ユーロ以下または

balance sheet total4300 万ユーロ以下 

申請件数・ 

採択件数 

フェーズ１：申請件数 8,492 件に対して採択件数 939 件（採択率 11.1％） 

フェーズ２：申請件数 5,951 件に対して採択件数 254 件（採択率 4.2％） 

いずれも 2018 年実績 

スタートア

ップの割合 

採択者全体の 57％が、創業 5 年以内のスタートアップで占められる。 

審査方法 フェーズ１は書面審査のみ、フェーズ２は書面審査と面談審査の 2 段階 

支払方法 フェーズ１は、一括前払い 

フェーズ２は最大 50％を前払いし、残りは年ごとの精算払い 

支出管理・ 

不正防止 

採択者が提出したレポート（開発成果や支出内訳）を専門家がチェックし 

成果が出ていないものや支出内容が不明瞭なもの等、全体の 10％の案件に

ついては支出面の「検査」を実施。 
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（２）プログラムのポイント 

■ 事業性検証→試作→商業化の ３段階での支援を提供 

 SME Instrument は、テーマ設定の無い、補助金型のファンディング・プログラム

である。支援の段階はフェーズ１~３の３つに分かれており、具体的な内容は以下の通

り。 

 

＜フェーズ１＞ 

 フェーズ１は、スタートアップ等による事業の「実現可能性の評価」（Feasibility 

assessment）を支援するもの。採択者には 5 万ユーロが事前に一括で支給され、知財

調査や市場調査、リスク評価等に係る人件費や事業費として使うことが可能。事業期

間は通常 6 か月で、終了時点でその結果をレポートとして提出する必要がある。事後

評価の結果、技術面および市場面のポテンシャルと資金支援の必要性を示すことがで

きると、フェーズ２にも申請することが可能になる。 

＜フェーズ２＞ 

 フェーズ２は、スタートアップ等による「イノベーション創出のための取り組み」

を支援するもので、SME Instrument の中心となるプログラムである。（フェーズ１を

経ずにフェーズ２から申請することも可能） 

製品設計や試作品開発、性能検証、実証実験、パイロットライン開発、その他イノ

ベーション創出に繋がる開発行為が広く補助対象となっている。1 プロジェクトあたり

の事業費は通常 50 万ユーロ~250 万ユーロで、補助率は 70%、事業期間は通常は 2 年

である。 

なお、フェーズ１とフェーズ２では、事業期間中に「Enterprise Europe Network」

に所属する各分野の専門家からのコーチングを受けることも可能。 

＜フェーズ３＞ 

 フェーズ３は、フェーズ１および２で生まれたイノベーションの商業的利用を促進

するためのプログラムで、大企業や民間投資家とのマッチング機会を提供するという

もの。（資金的支援は無し） 

 

■ 財務状況による応募条件を緩和しスタートアップに門戸を開く 

SME Instrument は、EU または Horizon 2020 関係国の中小企業（SME）であれ

ばその他の条件無しで申請が可能。（中小企業の定義は、従業員 250 人名未満、売上高

5300 万ユーロ以下または balance sheet total が 4,300 万ユーロ以下） 

 HORIZON 2020 関連のプログラムに申請する民間企業は、通常は財務諸表等を事前

に提出し、財務状況の健全性を評価する「Financial Viability Assessment」を通過す

る必要がある。しかし、SME Instrument では例外的にこのプロセスを適用しないこ

とになっており、原則としてあらゆる中小企業が応募できる。これは、SME Instrument
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の主なターゲットが、スタートアップをはじめとする若く小さな企業であり、財務状

況による「足切り」が不適切だと判断されたためである。 

 

■ 予算規模および申請件数の大幅な拡大 

 SME Instrument は、非常に大規模かつ競争率の高いプログラムである。プログラ

ム全体の予算規模は、2014 年から 2020 年の 7 年間で約 30 億ユーロ、2018 年の 1 年

間だけでも 4.8 億ユーロにのぼる。 

2018年度の実績では、フェーズ１の申請件数は年間 8,492件で採択件数は 939件（採

択率 11.0％）、フェーズ２の申請件数は 5,951件で採択件数は 254件程度（採択率 4.2％）

だった。 

図表 10 SME Instrument の申請件数・採択件数・予算規模の推移 
 

フェーズ１ 
 

フェーズ２ 
 

予算規模 

（単位：百万ユーロ） 申請件数 採択件数 申請件数 採択件数 

2014 年 6,848 588 1,209 132 253 

2015 年 7,453 572 3,626 143 260 

2016 年 7,852 690 4,089 200 353 

2017 年 8,832 608 6,393 247 458 

2018 年 8,492 939 5,951 254 480 

<出所>欧州委員会提供資料 

 

■ スタートアップのキャッシュフローへの配慮として 補助金を前払い 

 補助金の支給方法に関しては、フェーズ１では全額（5 万ユーロ）を一括前払い、フ

ェーズ２では補助金額の最大 50％を前払いし残りを 1 年ごとに精算払いする仕組みで

ある（事業期間が 2 年間であれば、事業開始から 1 年後と事業終了後の２回に分けて

精算払いする）。 

 

 前払いが可能な仕組みは、SME Instrument だけでなく他の HORIZON 2020 関連

のプログラムでも取り入れられているが、この仕組みは SME Instrument において特

に重要な意味を持つ。というのも、「スタートアップ等は、開発を行うための資金が不

足しているからこそ本プログラムに申し込むのであって、全額精算払いにしてしまう

と結局はつなぎ資金を銀行からの融資で調達する必要が生じる。それには大きな手間

がかかるうえ、イノベーション創出というリスクの高い取り組みにはそもそも銀行は

融資できない。また、つなぎ資金を VC 等からエクイティで調達させてしまっては、無

意味に株を希薄化させることになり、スタートアップ支援としては本末転倒である」

とのことで、つまり前払いの仕組みは、イノベーション創出という本プログラムの目

的達成のために欠かせないものとなっている。 



 

（お問い合わせ）経済政策部  TEL：03-6733-3484    E-mail：y.kita@murc.jp 22 / 64 
 

 

■ 前払いにともなうリスクを補うファンド 

 なお、この前払いの仕組みは、資金の出し手である欧州委員会や補助金の執行機関

にとってはリスクでもある。（例えば、仮に前払いをした企業が事業を進める前に問題

を起こし、かつ前払い分が回収不可能なことになれば、税金の無駄遣いとして執行機

関が糾弾されかねない） 

そのため、HORIZON 2020 では、「Participant Guarantee Fund」という仕組みに

よって、前払いに伴うリスクを回避している。Participant Guarantee Fund は、補助

金として企業に支払う資金の一部を一定期間運用に回し、その運用益をもって前払い

トラブル等による損失の補填にあてる、という仕組みである。（企業側から見ると、前

金を受け取る際に補助金の数パーセントが天引きされ、事業終了後にその分が支払わ

れることになる） 

 つまり、前払いトラブルによって生じる「損失」をあらかじめ見込んだうえで、そ

の損失を補填する仕組みを制度に組み込んでいるということであり、これもスタート

アップのような不確実性の高い存在を支援するうえで特に有効に働いている。 

 

図表 11 Participant Guarantee Fund の仕組み 

  

<出所>欧州委員会提供資料 

 

■ 年間 4回の公募によりいつでも応募できる仕組みを構築 

 公募は年間 4 回行われる。公募期間は通常 3 か月程度であり、締め切り後にはすぐに

次期の公募が始まるため、実際には切れ目なく常に申請を受け付けている。 
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■ 1万件を超える申請を短期間で審査する効率的な仕組み 

SME Instrument では、フェーズ１は書面審査のみ、フェーズ２は書面と面談の 2 段

階の審査を行っている。 

 

＜書面審査＞ 

 書面審査は、事務局がネットワークを持つ約 1,500 名の専門家リストの中から、それ

ぞれの申請に対して技術の専門家 2 名とビジネスの専門家 2 名の計 4 名をアサインして

行われる。この 1,500 名の中には純粋な研究者は含まれておらず、全員が何かしらのビ

ジネス経験を持つ者である。HORIZON 2020 の他のプログラムでも、基本的に同様の

プロセスを取っているが、プログラムによって専門家に求める役割や資質が異なるため、

プログラムごとに専門家リストは異なっている。SME Instrument の場合も、スタート

アップ等のイノベーションを審査できる人物を事務局が一人ひとり探し出してネットワ

ークを築いてきた。 

 専門家のアサインは、事務局が開発した専門家の分類法と、マッチング用システムを

使って自動的に行っており、申請の技術分野や事業の種類、企業の所在地等に応じて、

最適な専門家が選ばれる。申請の合否は、各専門家の採点結果の平均点によって決定さ

れる。 

 なお、1,500 名の専門家リストは固定ではなく、随時入れ替えを図っている。事務局

は、各専門家の審査内容をモニタリングしており、他の専門家と著しく審査結果が異な

っているケースや、審査時のコメントが丁寧でない場合は入れ替えの対象となることが

ある。 

 

＜面談審査＞ 

 SME Instrument が開始された 2014 年当時、面談審査のプロセスは無く、フェーズ

２も書面審査だけで合否を決定していた。しかし、公募の回数を重ねるごとに申請書作

成代行業者（補助金コンサルタント）のような存在が目立ちはじめ、申請書の出来栄え

だけでは申請者の実態が十分に把握できないことが問題となった。そこで、SME 

Instrument では、書面審査を通過した企業に対して、面談審査も行うようになった。 

 面談審査のポイントは、申請者の「チームとしての強さ」およびそのメンバーの「コ

ミットメント」である。この２つの情報は書面からは把握できず、かつ公的支援の対象

とすべきかどうか判断するうえで非常に重要な要素である。 

 面談審査を行う審査委員会は「Dragons’ Den（マネーの虎）」と呼ばれる。ベンチャ

ーキャピタリスト、エンジェル投資家、アクセラレータ、大企業のイノベーション担当

役員など約 100 名で構成され、年 4 回の審査で計 60 名が欧州委員会のあるブリュッセ

ルに一週間滞在して面談を行う。（1 件当たりの面談時間は 30 分） 
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 なお、この面談審査のプロセスは、ある種の避けられない問題を抱えている。つまり、

「SME Instrument は民間投資家が投資できないリスクの高い事業を支援するための補

助金であるのに、なぜ民間投資家が最終的な審査を行うのか、民間投資家が選ぶのであ

れば結局は民間が投資できる案件ということではないのか」、という問題である。執行機

関はこの点に関して強く問題意識を持っており、「審査委員に対して、普段の業務よりも

リスクの高い案件を選んでもらうため、事前説明を丁寧に行うことが何よりも重要」と

述べている。 

  

＜審査に係る期間＞ 

 SME Instrument の執行機関は、公募の締め切り後、申請者を長く待たせないよう、

できるだけ速やかに審査を行って結果を伝えるべきだと考えている。審査プロセスを毎

回見直し効率化を図ることで、当初はフェーズ２で 72 日間かかっていた審査期間が、

2017 年には 42 日まで減少している。申請件数が年々増加していることを考えると、徹

底した効率化が図られていることがわかる。 

 

図表 12 申請締め切りから結果通知までに要した日数の推移 

 

    <出所> 欧州委員会”HORIZON 2020 SME INSTRUMENT IMPACT REPORT 2018 EDITION” 

 

■ モニタリング（支出管理・不正防止）は 成果と利用者の利便性を重視し柔軟に運用 

 採択者は 1 年ごとに開発の進捗および支出内容についてのレポートを事務局に提出す

ることが求められる。当該レポートは外部の専門家（主に技術の専門家）によってチェ

ックされ、多くの場合、対面でのヒアリングも行われる。 

 日本の補助金プログラムにおける「確定検査」に該当するような、支出内容と領収書

を突き合わせる厳密な検査は、全体の 10%程度の案件に対してのみ行われる。（この際、

ルール違反等による不適切な補助金の受け取りが発覚した場合は、その分の返還や、悪
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質な場合には罰金もある）なお、この「不適切な補助金の受け取り」に関しては、補助

金全体の 2%以内に抑えることが事務局の内部的な目標として定められている。また、日

本の会計検査院の会計検査に該当するような検査は原則として行われない。 

  

 このように、SME Instrument の支出管理・不正防止の仕組みは、全数検査ではなく

サンプル検査であることなど、厳密さよりは効率を重視したものになっている。この理

由について、執行機関からは以下のコメントがあった。 

 「スタートアップへの補助金は、ベンチャー・キャピタルによる投資と同じでポート

フォリオとして考える必要がある。少数の成功を生み出すためには多数の失敗を必要と

する。重要なのは、補助した件数や金額に対してどれだけのイノベーションを生み出せ

るかということであって、補助金が厳密にルール通り使われること自体が重要なのでは

ない。もちろんルールは細かく決められているが、それを過度に厳密に運用することは、

肝心のイノベーション活動を阻害することになる。確かにモニタリングにコストをかけ

ればルール違反を無くすことはできるかもしれない。しかし、少数のルール違反を無く

すために多額のコストをかけたり、スタートアップの負担が増えて成果が出なくなれば

本末転倒であり、それは政治的にも許されない。」 

 このように SME Instrument では、イノベーション創出という成果を重視し、支出管

理や不正防止に関しては費用対効果やスタートアップへの影響を優先して慎重かつ柔軟

に運用されている。 
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３．英国 SMART Grant 
（１）プログラムの概要 

SMART Grant は、英国政府の研究資金助成機関 Innovate UK が運営する、中小企業等

向けのイノベーション支援プログラムである。Innovate UK の総予算約 5 億ポンド（2017

年度）のうち、10.5％にあたる 5,300 万ポンドがこの SMART Grant に配分されており、

単一のプログラムとしては最大規模である。 

 もともと、各地域の開発庁がそれぞれ実施していた多様な中小企業向けプログラムを

2011 年に Innovate UK に集約・再編したのが始まりだが、再編時に制度設計を大幅に見直

しており、米国 SBIR や英国 SBRI からの影響を受けてイノベーション創出を強く志向する

ものとなっている。 

 最大の特徴としては、「常時申請可能で、あらゆる技術分野・業種からの申請を受け付け

る」という開かれたプログラムである点が挙げられる。この点が英国内の企業から高く評

価されて知名度・申請件数が年々拡大。それに合わせて予算規模も拡大し、2011 年当時は

1,500 万ポンドであった予算が 7 年で 4 倍近くに膨らんでいる。 

  

 SMART Grant は中小企業向けの補助金プログラムとして始まり、その後紆余曲折を経て

大企業も申請可能なものとなった。しかし、主なターゲットはスタートアップであり、採

択者の半数近くが設立 5 年以内の若く小さい企業で占められている。 

 

図表 13 採択企業の内訳(2011 年度～2012 年度) 

 

＜出所＞Innovate UK “Evaluation of Smart Impact and Process Evaluation” 2015 
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図表 14 SMART Grant の概要 

項目 内容 

総予算 ・5,300 万ポンド（2017 年度） 

・1,500 万ポンド（2011 年度） 

開始時期 2011 年スタート 

実施機関 Innovate UK（政府の研究開発助成機関） 

タイプ 補助金／オープン（テーマ無し）型 

目的 

ターゲット 

・イノベーション創出を目指す R＆D プロジェクトのうち、民間からの資金

調達が困難な高リスクなもの、かつ、商業化を前提としたもの。 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

開発段階および事業期間によって異なる 2 種類のメニューを提供 

■タイプ１：フィージビリティ・スタディ及びプロトタイピング 

・ 補助率：最大 70% 

・ 事業費：25,000￡～500,000￡ 

・ 事業期間：通常 6～18 か月 

■タイプ２：商業化が近い製品等の開発（量産試作に相当） 

・ 補助率：最大 45% 

・ 事業費：25,000￡～2,000,000￡ 

・ 事業期間：通常 19～36 か月 

公募方法 年間３～5 回の公募を切れ目なく行っている 

対象企業 中小企業やスタートアップを中心とする、英国内で事業を行う全ての企業。 

申請件数・ 

採択件数 

・年間約 4,000 件の申請があり、約 800 件が採択される（採択率は約 20％） 

 

スタートア

ップの割合 

・採択件数の 6 割強が、創業 5 年以内のスタートアップで占められる。 

審査方法 専門家による書面審査 

 ・Innovate UK の専門家ネットワークの中から、各申請に対して 5 名の専

門家をアサイン。5 名の平均点で採択者を決定。 

支払方法 ・ ３カ月に１度の精算払い。ただし補助金額の 15％は事業期間終了後の

確定検査を経て支払われる。 

支出管理・ 

不正防止 

・ 各採択者に対し、Innovate UK が外部のモニタリングオフィサーをアサ

イン。モニタリングオフィサーは３か月に 1 度採択者と面談してレポー

トを作成し Innovate UK に報告。それに基づいて支払が行われる仕組

み。 

成果評価 数年に１度、外部機関にインパクトレポートの製作を依頼。 



 

（お問い合わせ）経済政策部  TEL：03-6733-3484    E-mail：y.kita@murc.jp 28 / 64 
 

実施体制 Smart Grant の専任担当者は 2 名。 

その他、プログラムのサポートを行う兼務のスタッフが 8 名程度。 

 

（２）プログラムのポイント 

■ 高度に自動化された審査プロセス 

   SMART Grant の審査は、書面審査のみで行われる。SMART Grant には約 2,500

人の審査員（技術やビジネスの専門家）が登録されており、審査にあたって各申請に

対して 5 名の審査員をアサインし、その 5 名が申請書類の採点を行う。全ての申請を

専門家の採点結果の平均点順に並べ、予算が埋まるラインまでを採択する。（この際に、

分野や企業規模・地域の偏りをチェックはするが、基本的には機械的に上から順に採

択している。恣意的にならないよう極力調整は行うべきではないと考えているとのこ

と） 

   これらのプロセスはほとんどが自動化されており、全てのプロセスは数名の限られ

たスタッフで運営されている。 

   また、「審査員の審査」も定期的に行っている。採点結果が他の審査員と大きく異な

る場合は個別に審査内容をチェックし（審査時につけるコメントなどを見て）、審査員

としてふさわしくないと判断された場合には登録が取り消される仕組みになっている。 

 

■ 年間５回の公募で常時申請可能な仕組み 

SMART Grant は、これまでに何度か名称が変わっており、かつては「Open Funding 

Programme」という名前だった。これは、このプログラムが SBRI のような特定のテ

ーマを設定しないオープンな補助金であるという意味に加えて、「いつでも申請を歓迎

する」という意味も込められていた。 

この名のとおり、SMART Grant は年間 5 回の公募を行い、締め切り後にはすぐに

次の公募が始まるため、常に申請を受け付けている。この仕組みは申請者にとって利

便性が非常に高く、このプログラムの知名度や申請件数を押し上げることに大きく貢

献している。 

 

■ 民間からの資金調達可能性を問わずに採択者を仮決定 

Smart Grant は補助率が最大 70％の補助金であり、採択者は少なくとも残りの 30％

の金額を外部からの資金調達で補う必要がある。しかし、Smart Grant のターゲット

は「高リスクな R＆D プロジェクト」であり、そもそも民間からの資金調達が困難な

ケースが少なくない。そのため Innovate UK では、企業にとって Smart Grant の審査

を通過したことが信用力となり、民間からの資金調達をしやすくなる仕組みを作って

いる。具体的には、Innovate UK は審査の結果採択基準を満たした企業に対して、ま

ずは採択の「内定通知」を発行する。通知を受け取った企業はそれをもって VC 等をま
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わり、3 か月以内に資金調達の目途を立てられた場合に Smart Grant の正式な採択を

受けられる、というプロセスである。 

SMART Grant は英国内では知名度が高く実績のあるプログラムであるため、信用力

の底上げ効果は高く、現在ではほとんどの採択内定者が外部からの資金調達に成功し、

正式な採択を受けられるようになっている。 

 

■ 申請情報を省庁間で共有 

Smart Grant は、英国内で最大規模のファンディング・プログラムであり、特定の

テーマを設定しないオープン型のため業種や技術分野を問わず数多くの申請がある。

Innovate UKではこれらの申請を全て採点して合否を決定しているが、少なくない数

が「審査で十分なポテンシャルがあると認められたにも関わらず、予算の都合で採択

できない」という結果になる。 

一方、英国内の多くの省庁は、それぞれ独自の補助金プログラムや公共調達の予算

を持っているが、Smart Grant に比べれば規模や知名度が低く、十分な申請の数や質

を得られないケースも少なくない。また、執行上の都合で突発的に予算が余ることも

ある。 

そのため Innovate UK では、Smart Grant の申請情報を他の省庁と共有できる仕

組みを構築。有望な案件が他省庁からのファンディングを受けやすくしている。実際、

Smart Grant への応募をきっかけに他省庁から申請者へ声がかかり、他のプログラム

での採択に至るケースは毎年生まれており、Smart Grant は各省庁においてイノベー

ションの種を見つけるための情報源として機能している。 

    ただし、Smart Grant の申請情報は機密情報の塊であり、各省庁は申請情報デー

タベースに無制限にアクセスできる訳ではない。基本的には、Innovate UK が各省

庁からの要望に基づき条件に合う案件を個別に紹介する、または Innovate UK から

他省庁へプッシュする、という形をとっている。 

 

■ 外部のモニタリングオフィサーによる支出管理・レポーティング 

SMART Grant では、採択者それぞれに対して、開発の進捗や経費の支出状況をモ

ニタリングする外部の「モニタリングオフィサー」がアサインされる。モニタリング

オフィサーの多くはプロジェクトマネジメントの経験者であり、3 か月に 1 度の頻度

で採択者と面談し、開発進捗や支出状況について報告書を作成し、それを Innovate 

UK に提出する。Innovate UK では、その報告書に基づいて補助金の支払いを行う。 

こうした仕組みは、不正防止だけでなく、採択者側の負担軽減にも貢献している。

つまり、通常の補助金では採択者が自ら報告書を書く必要があり、それがスタートア

ップのように事務担当者が少ない（あるいはいない）企業にとって大きな負荷になっ

ているが、SMART Grant ではモニタリングオフィサーが採択者に代わって報告書を
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作成しているため、事務負担が大幅に削減されている。 

なお、事業終了時には監査法人等による監査（日本における確定検査のようなもの）

も行われ、少なくとも補助金の 15％は監査後に支払われることになっている。 

 

  



 

（お問い合わせ）経済政策部  TEL：03-6733-3484    E-mail：y.kita@murc.jp 31 / 64 
 

４．フィンランド Young Innovative Company Funding 
（１） プログラムの概要 

 フィンランドにおいて、企業向けのファンディング・プログラムは主に経済・雇用省傘

下の政府機関「ビジネスフィンランド（Business Finland）」が管轄している。ビジネスフ

ィンランドは、日本の NEDO と JETRO を一つにしたような機関で、イノベーション創出

や輸出促進、対内投資誘致等に関わる多様な政策の立ち上げ及び執行を行っている。特に

スタートアップ支援に関してはフィンランド政府全体の方針を受けて手厚く行っており、

一般的な中小企業よりもスタートアップを重視する姿勢を明確にしている。実際、2018 年

のビジネスフィンランドによる補助金執行額 5.6 億ユーロのうち、23.9％にあたる 1.3 億ユ

ーロがスタートアップに支払われており、この金額は一般的な中小企業向けの補助金の額

を上回っている。 

 

図表 15  Business Finland による 2018 年の補助金執行額（実績） 

 

       <出所> Business Finland 提供資料 

 

 ビジネスフィンランドが持つ、イノベーション創出を目的としたファンディング・プログ

ラムは 3 種類あり、そのうちの１つが今回取り上げる「Young Innovative Company 

Funding」である3。（以下、本文中では YIC Funding と表記する） 

 YIC Funding は、創業 5 年以内のスタートアップのみが応募できる３段階式のファンデ

ィング・プログラムで、採択者にはフェーズ１とフェーズ２のそれぞれで最大 250,000 ユ

ーロの補助金（補助率 75％）、フェーズ３では返済義務ありのローンとして最大 750,000

ユーロが提供される。国際市場への展開および資金獲得、スケールアップに必要な諸活動

が補助の対象となっており、本調査で取り上げるプログラムの中では最も商業化段階寄り

                                                   
3 他の 2 種類は「TEMPO」と「Funding for R＆D」と呼ばれ、前者は中小企業全体が対象、

後者は中小企業に加えて大企業も応募可能であるなど、スタートアップ向けの施策とは言

えないため今回の調査では対象としなかった。 

Startups 34％

Public research

114 M€

Funding
granted

565 M€

Companies

451 M€
OtherSMEs126 M€

Large companies

140 M€

OtherSMEs126 M€

Large companies

35％

OtherSMEs 31％
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のプログラムだと言える。 

 

図表 16  Young Innovative Company Funding のスキーム 

 
<出所> Business Finland 提供資料 

 

 フェーズ１の年間の採択件数は最大 40 件、そのうち高い評価を得たものが次のフェーズ

に進める。プログラムの予算規模は補助金額のみ（ローンを含まない）で 2,000 万ユーロ

であり、フィンランドは人口が約 550 万人で決して大きい国ではないことを考えると、こ

のプログラムの規模は破格の大きさだと言える。 

 

図表 17 Young Innovative Company Funding の概要 

項目 内容 

総予算 年間最大 2,000 万ユーロ 

開始時期 2008 年 

実施機関 Business Finland 

タイプ 補助金型／オープン（テーマ設定無し）型／商業化段階への支援 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

■フェーズ１： 

・補助率：75％ 

・補助金額：最大 250,000 ユーロ 

・事業期間：6～12 か月間 

■フェーズ２： 

・補助率：75％ 

・補助金額：最大 250,000 ユーロ 



 

（お問い合わせ）経済政策部  TEL：03-6733-3484    E-mail：y.kita@murc.jp 33 / 64 
 

・事業期間：6～12 か月間 

■フェーズ３： 

・補助金は無く、最大 750,000 ユーロのローンが利用可能。 

公募方法 常時受け付け・随時審査 

対象企業 創業から 5 年以内のスタートアップ企業 

申請件数 

採択件数 

年間約 40 件を採択（採択率は約 50％） 

スタートア

ップの割合 

100％（スタートアップのみが応募できるプログラム） 

審査方法 ・ビジネスフィンランド内部の審査官が審査を行う。 

・書面審査およびプレゼンテーション審査 

支払方法 ・補助金額の最大 30％を前もって受け取ることが可能。 

・補助金額の 10％以上は、事業期間終了後にファイナルレポート提出後に

支払われる。 

 

（２）プログラムのポイント 

■ 国内のスタートアップと国外の市場を結びつけるためのプログラム 

  YIC Funding は、スタートアップの製品やサービスを国外の市場へ展開すること、そ

して、国外の投資家から資金を集めることを目的としたプログラムであり、この点は今

回の調査で取り上げた他のプログラムが主に R＆D 活動の支援を目的としたものである

のと対照的である。 

  フィンランドは国内市場が小規模であるため、ほとんどのスタートアップは国外の市

場への展開を前提にしており、政府としてもそれら国際的なスタートアップを支援対象

として重視している。国際的な事業を重視する姿勢は申請方法にも表れており、本プロ

グラムの申請書類は基本的に全て英語で作成し、プレゼンテーションも英語で行う必要

がある。こうしたプログラムの在り方は、国内市場が縮小し国外での事業の重要性が相

対的に高まりつつある日本にも参考になる。 

 

■ 具体的目標をクリアした企業が次のフェーズに進むことができる 

 YIC Funding では、フェーズ１の採択時に、「事業期間中に達成すべき目標」がビジネス

フィンランド側から採択企業に対して提示される。この目標は、売上高の増加率や新規市

場で獲得した売上高、新規の資金調達額など、具体的に計測可能なものが各企業の実情に

合わせて選ばれ、目標を達成した企業のみがフェーズ２の支援を受けられる。フェーズ２

からフェーズ３へ進む際も同様に、フェーズ２採択時に提示される目標クリアの可否によ

って決定される。 
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 つまり、YIC Funding はフェーズ間の連続性が非常に強いプログラムであり、その意味

で、フェーズ１からフェーズ２に進む場合は改めて申請する必要がある EU の SME 

Instrument 等とは大きく異なっている。 

 こうした仕組みのメリットとして、採択者のモラルハザードを防ぎモチベーションを高

められること、スタートアップ側が申請にかかる手間を削減できること、有望なスタート

アップに対して切れ目なく支援を届けられることが挙げられる。一方で、これを実現する

には個々の採択者に対して適切な目標を設定し評価する機能が執行機関側に求められるた

め、採択者が数百件を超えるような大型のプログラムで導入することは容易ではない。 

 

■ 審査プロセスを内製化し、随時審査・随時採択を可能に 

 ビジネスフィンランドでは、YIC Funding の審査プロセスを外部の専門家や有識者委員

会に頼らず、全て自組織内で行っている。スタートアップの審査等を行う専門チームがビ

ジネスフィンランド内に設置されており、当該チームが各社の申請内容（技術及びビジネ

スモデル）について審査し採択者を決定するとともに、採択者ごとの目標を設定し、事業

期間終了後の成果評価も行っている。（この点も、外部の専門家等のネットワークにより効

率的に審査を行う他のプログラムとは対照的である） 

 ビジネスフィンランドでは、このように審査プロセスを内製化することで、審査ノウハ

ウを組織内に蓄積して審査の品質を高めていくとともに、審査スケジュールの自由度を高

めて常時受け付け・随時審査というスタートアップ側にとって最も利便性の高い仕組みを

実現している。 
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５．米国 Small Business Innovation Research （SBIR） 
（１）プログラムの概要 

 米国の SBIR は、各省庁の研究開発委託予算のうち一定割合（現在は 3.2％）を、イノベ

ーション創出を目的に中小企業向けの補助金・委託費として配分するという、省庁横断的

な政策枠組みである。 

 各省庁は SBIR の枠組みの中で個別に中小企業向けのファンディング・プログラムを運営

しており、その全体の取りまとめをアメリカ中小企業庁が行っている。その歴史と予算規

模、生み出してきた成果の大きさは国内外から非常に高く評価され、日本をはじめ多くの

国が米国をモデルとした類似の制度を導入してきた。 

 今回の調査で取り上げた他国のファンディング・プログラムも、ほとんどが米国 SBIR

に影響を受けて制度設計・運用がなされており、「イノベーション創出を目的としたあらゆ

る中小企業向けファンディング・プログラムの原型」とも言える制度である。 

 

図表 18 米国 SBIR の概要 

項目 内容 

総予算 $2,362,038,320（FY2016） 

開始時期 1982 年スタート 

実施機関 Small Business Administration が SBIR 全体の管理を行い、各省庁が

個別にプログラムを実施。特に予算規模が大きいのは以下の５省庁。 

・DoD アメリカ国防総省（41.6％） 

・HHS アメリカ合衆国保健福祉省（32.7％） 

・DOE アメリカ合衆国エネルギー省（8.5％） 

・NASA アメリカ航空宇宙局（6.9％） 

・NSF アメリカ国立科学財団（6.8％） 

タイプ 実施省庁やプログラムによって大きく異なる。（課題設定型とオープン

型、補助金と委託金のプログラムがともに存在） 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

基本構成は以下の通り（省庁によっては下記以外のメニューも存在） 

■フェーズ１：フィージビリティ・スタディおよび研究開発 

・ 補助率：100% 

・ 事業費：最大$150,000 

・ 事業期間：最長 6 か月 

■フェーズ２：研究開発の継続 

・ 補助率：100％ 

・ 事業費：最大$1,000,000 

・ 事業期間：最長 24 カ月 
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■フェーズ３：実用化・商業化 

・ マッチング等の支援のみで資金的支援は無し 

公募方法 実施省庁やプログラムによって大きく異なる。 

対象企業 米国国内で研究開発を行う中小企業 

申請件数 

採択件数 

■フェーズ１： 

申請件数 18,630 件に対して採択件数 2,909 件（採択率 15.6％） 

■フェーズ２： 

申請件数 3,283 件に対して採択件数 1,592 件（採択率 48.5％） 

いずれも FY2016 実績 

スタートアップ

の割合 

・SBIR 全体の統計は存在しないが、NSF（アメリカ国立科学財団）の

SBIR プログラムでは、「全体の 78％が創業 5 年以内のスタートアッ

プ」との記録有り。 

審査方法 ・実施省庁やプログラムによって大きく異なるが、基本的にプログラム

マネージャーが審査においても重要な役割を担う。 

支払方法 ・実施省庁やプログラムによって大きく異なるが、コントラクト型の場

合は個社ごとに交渉して契約内容を決定することが多く、契約内容に

よっては前払いも可能。 

 

（２）プログラムの特徴 

米国 SBIR に関しては、多くの先行研究がなされており、関連する文献も多い。特に以下

の事項は、多くの文献において米国 SBIR のポイントとして指摘されている。 

 

① 参加省庁において、SBIR に配分する目標金額の達成が義務付けられていること（現

在は研究開発委託予算のうち 3.2％）。 

② アメリカ中小企業庁が、全省庁統一の SBIR 運営ルール（Policy Directive）を策定し

ており、それに基づいて各省庁が個別のプログラムを運営していること。 

③ いわゆる「既存中小企業」向けの補助金とは性格が異なり、先進的な研究成果の実用

化・商業化を目指す制度であること。（実際に大学等の研究者がスタートアップとし

て起業する際に SBIR が多く活用されている） 

④ 公募の際に具体的な「テーマ」が示される場合が多いこと。このテーマは省庁の調達

ニーズや政策課題に基づいて設定されており、SBIR によって開発された技術が政府

に「公共調達」される場合も多いこと。（公共調達という市場があることで、新しい

技術が実用化・事業化されやすくなる） 

⑤ 科学技術に精通した「プログラムマネージャー」が公募テーマ設定をはじめプログラ

ム運営全体に大きな役割を果たしていること。 

⑥ SBIR の成果の実用化・商業化を促進するため、採択者に対して、資金的支援とあわ
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せて様々なハンズオン支援が提供されていること。 

 

以下では、先行研究においてあまり触れられてこなかった、個別のプログラムの運営

実態について、米国海軍の SBIR プログラムを例にとってそのポイントを紹介したい。（こ

こに挙げる事項は、あくまで米国海軍の SBIR の特徴であって、他の省庁等では当てはま

らない可能性があることは注意が必要である。） 

 

■ 大企業を通した開発成果の実用化と公共調達 

米国の SBIR の中でも、特に海軍を含む DoD（アメリカ国防総省）系のプログラムで

は、開発成果を軍が「公共調達」して活用することが重視されている。一方で、スター

トアップ等の若く小規模な企業では、SBIR を通じて開発した成果を最終製品やサービス

として完成させ、政府に対して直接的に供給していくことは容易ではない（DoD から見

ても、スタートアップ等との直接的な取引は品質面や安定供給という面でリスクが高い）。

そのため米国海軍では、SBIR の開発成果を大手の軍事企業（海軍のプライムコントラク

ター企業）等に対して積極的に紹介し、大手企業が開発成果を買い上げることを促して

いる。つまり、SBIR による開発成果は、その技術を買い上げたり、会社自体を買収した

大企業によって実用化・製品化され、海軍に供給されることも多い。 

 

図表 19 米国海軍による SBIR 成果の公共調達の構造 

 

 

実際に、米国海軍は SBIR 及び STTR の開発成果のトランジション（商業化や外部か

らの資金調達）を促進するプログラム「SBIR/STTR Transition Program」を運営してお

り、その一環として SBIR の採択者と大企業のマッチングや、展示会形式の PR イベント

を定期的に行っている。 

スタートアップ
等

米国海軍
大企業

（海軍の取引先）

SBIRで開発した技術や
会社自体を売却

スタートアップから導入した
技術を製品化し政府へ供給

SBIRでの資金的支援
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■ 技術的トレンドと現場の調達ニーズの両方を踏まえたテーマ設定 

米国 SBIR では、公募にあたり具体性の高い「テーマ」が示されることが多い。米国海

軍の SBIR では、このテーマは米国海軍研究事務所（ONR）等に所属するサイエンスデ

ィレクターが策定している。サイエンスディレクターは、多くが PhDを持つ科学技術の

専門家であり、海軍の研究開発委託予算の配分先（委託先）を探索し委託研究を管理す

る役割を担っている（このサイエンスディレクターが、SBIR プログラムのプログラムマ

ネージャーを務める）。 

 

図表 20 米国海軍の SBIR における公募テーマ（2019 年、抜粋） 

・ Multi-Color Long-wave Infrared (LWIR) Imagers for Infantry Applications 

・ Autonomous Pallet Loader 

・ Optically-Aided, Non-Global Positioning System (GPS) for Aircraft Navigation Over Water 

・ Real-Beam Inverse Synthetic Aperture Radar (ISAR) Imaging and Automatic Target Recognition 

・ Novel Diagnostic Methods for At-Sea Testing of Inertial Navigation System Avionics 

・ Compact Radio Frequency-to-Optical Transmitter for Airborne Military Environments 

・ Data Analytics Tools for the Automated Logistics Environment (ALE) 

・ Improved Quantum Efficiency Photo-Detector 

・ Reusable MATPAC Packaging System for Expeditionary Airfields 

・ Miniature Diode-Pumped Solid State Laser for Military and Aerospace Environments 

<出所> DoD SBIR/STTR Broad Agency Announcements (BAA) 2019.1 

 

また、海軍内の現場の各部門には、サイエンスアドバイザーという役職が存在する。

こちらも科学技術の専門人材で 2～3 年の任期。軍の現場において最新の科学技術の導

入・活用を支援する役割を持つ。研究所のサイエンスディレクターは、現場のサイエン

スアドバイザーと密にコミュニケーションを取り、現場の調達ニーズと最新の技術的ト

レンドの両方を踏まえて SBIR の公募テーマを策定している。 

つまり海軍の SBIR は、研究所と現場の双方に配置されている科学技術の専門家の手に

よって支えられており、この体制によって公共調達への接続をより強固なものにしてい

る。 

 

■ 課題設定型のプログラムの他に 常設・オープン型のプログラムも並行して実施 

米国 SBIR といえば、上記のような課題設定型のプログラムのイメージが強いが、実

際にはこの他に常設かつオープン型（課題設定無し）の応募窓口も開設している。米国

海軍の場合、この窓口には中小企業だけでなくあらゆる企業が自由に提案でき、その中

で中小企業からの提案が採択された場合に後付けで SBIR としてカウントされる仕組み
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になっている。4 

  なお、この仕組みには、大きく２つの意味がある。１つは、運営に多大な手間とコス

トがかかる課題設定型のプログラムだけでは、政府が設定する「研究開発委託予算の

3.2％」という目標をクリアできないという現実的な理由で、実際に海軍の SBIR のうち

課題設定型のプログラムの予算は目標金額の半分に満たない（この事実は、日本の SBIR

における金額目標の義務化を議論するうえで考慮すべきである）。もう１つは、現場の調

達ニーズに基づく課題設定型のプログラムだけではカバーできない重要なイノベーショ

ンの種を拾い上げるうえで、この窓口が有効に機能しているということである。つまり、

本レポートで取り上げた英国の SMART Grant のような役割をこの常設の窓口が担って

いるということで、課題設定型とオープン型のプログラムのバランスが、イノベーショ

ン創出において重要であることを示唆している。 

 

 

 

 

  

                                                   
4 当該公募窓口の詳細は「Long Range Broad Agency Announcement (BAA) for Navy and 

Marine Corps Science and Technology」として、米国海軍の HP 内で公表されている。 
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６．英国 Small Business Research Initiative (SBRI) 
（１）プログラムの概要 

  英国の Small Business Research Initiative (SBRI) は、米国の SBIR をモデルとして

2001 年に導入された、中小企業によるイノベーション促進のための省庁横断的な政策枠

組みである。SBRI には、Innovate UKや国防省をはじめ、英国内の多様な公共セクター

が参加しており、各機関は SBRI の共通ルールに則って中小企業からの提案を公募し、審

査を経て採択された研究開発プロジェクトに対して資金的支援を提供している。（言い換

えれば、SBRI という枠組みのもと、各機関がそれぞれ中小企業向けのファンディング・

プログラムを実施している。） 

    

なお、SBRI の資金的支援は通常 2 段階で行われている。フェーズ１は PoC の段階で、

支援金額は最大 10 万ポンドで事業期間は最長 6 か月間。フェーズ２は試作品開発の段階

で、最大 100 万ポンド、最長 2 年間である。ここ数年は、フェーズ１とフェーズ２をあ

わせて年間 50 件程度のプログラムが実施されており、年間の契約金額の合計は約 6 千万

ポンドである。例えば、直近（2017 年～2018 年）では以下のようなプログラムが実施さ

れている。 

 

図表 21 直近に実施された SBRI プログラムの例 

プログラムのタイトル 予算規模 実施機関※ 

Autonomous supply to military front line £1.5m 国防省 

Encouraging cycling and walking £470k 運輸省 

Business productivity portal  £500k Innovate UK 

Speeding up cancer diagnosis £1.1m 国民保険サービス 

Improving crowd resilience  £2m 内務省 

Prison detection systems   £950k 司法省 

Exploiting data science to improve cancer care   £425k 国民保険サービス 

Reducing use of animals in research   £2.7m NC3RS 

※いずれのプログラムも、Innovate UK は運営に関与している。 

＜出所＞Innovate UK delivery plan 2018 
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図表 22 英国 SBRI の概要 

項目 内容 

総予算 約 6 千万ポンド（2016 年、全省庁のプログラムの合計） 

開始時期 2001 年（ただし、大幅な制度改革があり、現行の SBRI は 2009 年から） 

実施機関 Innovate UK をはじめとする英国の公共セクター 

タイプ 委託金（コントラクト）型／課題設定型 

上限金額・ 

事業期間・ 

補助率 

通常は 2 段階の支援を提供。（一部、フェーズ３まであるプログラムも存在） 

■フェーズ１ 

・ 補助率：100%（補助ではなく委託） 

・ 事業費：最大 10 万ポンド 

・ 事業期間：最長 6 か月 

■フェーズ２ 

・ 補助率：100％（補助ではなく委託） 

・ 事業費：最大 100 万ポンド 

・事業期間：最長 24 カ月 

公募方法 １つのテーマにつき、公募は通常 1 回限り 

公募期間は通常１～2 カ月間程度 

対象企業 あらゆる組織（規模や業種・組織形態・立地場所は問わない） 

申請件数 

採択件数 

プログラムによって異なるが、一般的なプログラムではフェーズ１で数件か

ら 10 件程度まで採択。フェーズ２はそのうち優れた成果を上げたもの１～

数件程度を採択。（申請件数や採択率は不明） 

スタートア

ップの割合 

不明。（ただし、全体の 28％が従業員数 10 名未満のマイクロ企業。23％が

10 名～49 名の小企業で占められている） 

審査方法 専門家による書面審査 

 ・各申請に対して 5 名の専門家をアサイン。平均点で合否を決定する。 

支払方法 前払い有りの月次支払い 

支出管理・ 

不正防止 

採択者それぞれに、開発の進捗や経費支出をモニタリングすることを役目と

する外部の「モニタリング・オフィサー」をアサイン。 
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（２）プログラムのポイント 

■ 補助金ではなく 全てが委託費（コントラクト型） 

  SBRI が他のファンディング・プログラムと大きく異なる点は、資金的支援が補助金で

はなく「公共調達」として提供されるところにある。補助金型のプログラムが「民間が

主体的に実施する研究開発を政府が支援（補助）する」というものであるのに対し、SBRI

は「政策的な課題解決のために必要な研究開発を、政府が民間に委託して実施（調達）

する」という性質を持つ。イノベーションの成果という、世の中に未だ存在しないもの

を「調達」するという行為は、通常の物品調達等とも性質が大きく異なるため、これを

「商業化前調達（Pre-commercial procurement）」あるいは「イノベーションの公共調達

（Public procurement of innovation）」と呼んで区別している。 

 

■ 公募にあたって具体的な「テーマ」が提示される 

  SBRI のもう一つの特徴は、提案の公募にあたり「イノベーションによって解決すべき

課題」が明確に提示されることである。例えば、2018 年 11 月から公募が開始された SBRI

のプログラム「SBRI:tackling non-exhaust and non-road vehicle air pollution」では「道

路やタイヤの摩耗等によって引き起こされる大気汚染問題」といった具体性の高い課題

が示され、その解決に資する研究開発を公募した。 

  SBRI のコンペは、そのテーマとなる課題の性質によって大きく 2 種類に分けられ、そ

れぞれ「policy competition」と「operational competition」と呼ばれている。前者は、

公共セクターが解決すべき「政策的課題」をテーマとしたもので、上で例にあげた大気

汚染問題の SBRI プログラムはこれに該当する。後者は、公的セクター内の業務の高度

化・効率化をテーマとしたもので、例えば国防省が 2017 年に実施した「軍の前線への物

資運搬の自動化」をテーマとしたプログラムのようなものがある。 

 

■ 開発成果は 事業期間終了後に公的セクターが活用（調達）するケースも 

  SBRI は、「中小企業によるイノベーション促進」と、「公共セクターが持つ課題の解決」

の２つの目的を同時に達成するための枠組みである。なお、SBRI が「公共セクターの持

つ課題を解決」するプロセスに関しても、「policy competition」と「operational 

competition」でやや異なっている。 

「operational competition」の場合、SBRI で開発された技術や製品・サービスは、実

際に公共セクターが導入して活用することが主な用途として想定されており、開発が上

手くいけば一般的な意味での「公共調達」に進んでいく。実際、operational competition

の最大ユーザーは国防省であり、SBRI で開発された技術が英国軍に調達されるケースは

多い。 

  一方で「policy competition」の場合、SBRI の成果は、むしろ開発を行った中小企業

の手によって商業化され普及することが重視されている。つまりその技術が死の谷を越
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えて実用化され、市場のメカニズムによって世の中に普及することで、政策的課題が解

決されることが期待されている。例えば、上で挙げた大気汚染解決を目指した SBRI プロ

グラムの場合、開発される技術の主なユーザーは民間企業であり、その技術が商業化さ

れて普及することによってはじめて政策課題が解決される。 

 

つまり SBRI では、「公共セクターが持つ課題の解決」を実現するためのプロセスとし

て、「SBRI の成果を公共セクターが自ら導入・活用すること」、そして、「商業化される

ことで公共セクターの手を介さずに政策課題が解決されること」の２つを想定している。 

 

■ SBRI実施省庁に対する Innovate UKによる包括的支援 

  現在の SBRI のプログラム運営には、英政府の研究資金助成機関 Innovate UKが中心

的な役割を果たしている。 

2001 年の導入当初、SBRI には最小限の共通ルールがあるのみで、各プログラムの運

営は各機関に任されていた。そのため、各機関は通常の公共調達と大差ないプロセスで

プログラムを実施し、SBRI の「イノベーションの公共調達」というコンセプトは形骸化

してしまった。 

 

その後、この反省をもとに、SBRI 実施プロセスの標準化が図られるとともに、Innovate 

UK にプログラム運営のノウハウと資源を集約する方向で制度改革が行われ、2008 年の

パイロット・プログラム実施を経て、2009 年には新生 SBRI の本格運用が開始された。 

 

こうした経緯により、Innovate UK は SBRI を本来の「イノベーションの公共調達」

の制度たらしめる支柱としての役割を期待され、また、そのための各種機能を備えるこ

とになった。具体的には、Innovate UK は約 10 名の専門スタッフによる SBRI チームを

作り、自らも単独で SBRI プログラムを実施するかたわら、他の機関が SBRI プログラム

を実施する際にあらゆるサポートを提供している。下図は SBRI の標準的なプロセスを示

すものだが、Innovate UK は各機関の要請に応じてこれらのプロセスの一部または全部

を支援し、ときに代行している。 

 

図表 23 SBRI の実施プロセス（Innovate UK が支援・代行可能な機能） 

１．テーマ（課題）の設定 

２．募集要項の策定 

３．公募にともなう情報発信・説明会開催 

４．オンライン上での申請受付 

５．審査基準の策定 

６．審査を担当する専門家のアサイン 
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７．審査結果の調整・採択者決定 

８．採択者との契約 

９．採択者のモニタリング（支出管理・不正防止） 

10．委託金の支払 

11．成果評価 

<出所>Innovate UK 提供資料 

 

■ 採択者のキャッシュフローに配慮した契約内容 

SBRI は補助金ではなく、公共セクターから中小企業への「研究開発委託」という形態

をとっているため、研究開発の内容や支払条件等は両者の間で交わす委託契約書によっ

て規定される。 

契約書は、SBRI 用に開発された標準フォーマットをもとに、各実施機関がプログラム

ごとにカスタマイズして公募時に公開している。このフォーマットは、採択者が不確実

性の高い研究開発に挑戦しやすいよう様々な配慮がなされている。その代表的なものが

「支払い条件」に関するもので、採択者は委託金の一部を「前受け」でき、かつ、残額

を「月次請求」できる。 

 

具体的には、採択者は契約書の中で、月ごとに支払いを受ける金額をある程度自由に

設定できるようになっている。例えば 100 万ポンドの契約であれば、初月に数十万ポン

ドの支払を受けて、それを元手に開発を行うことができる仕組みである。 

ただし、この支払スケジュールは開発のマイルストンとの連動が求められる。つまり、

前のマイルストンを達成していない段階で、次のマイルストン達成に必要な費用を事前

に請求するといったことはできない。また、マイルストン達成が遅れた場合は、契約取

り消しになることが契約書に定められている。（マイルストン達成が 14 日以上遅れた場

合、または 3 回遅れた場合）。 
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第 2部：分析編  
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１．欧米と日本の比較・日本の課題 
第 1 部では、日本と欧州・米国における、主要なスタートアップ向けファンディング・

プログラムを調査し、その概要や特徴を整理した。以下では、これらを多様な切り口で比

較し、そこから日本のファンディング・プログラムの特徴や日本のスタートアップ政策の

課題の抽出を試みる。 

 

（１）予算の規模・安定性 

■ 大規模なプログラムを持つ欧米／小規模なプログラムしかない日本 

  欧米と日本では、スタートアップ向けのファンディング・プログラムの予算規模に大

きな違いがある。下表は、各国のプログラムの年間の予算規模（US ドル換算）と、その

対 GDP 比を示したものだ。これによると、日本の代表的なプログラムである STS の予

算は年間 6 億円（540 万ドル）、START でも 17.5 億円（1,572 万ドル）に留まっている

のに対し、EU の SME Instrument では 4.8 億ユーロ（約 5.4 億ドル）、英国の SMART 

Grant では 5,300 万ポンド（6,943 万ドル）、フィンランドの YIC Funding では 2,000 万

ユーロ（2,260 万ドル）と、１つ１つのプログラムが大きい。 

また、プログラム予算の対 GDP 比では、日本の STS は名目 GDP 百万ドルあたり 1.11

ドル、START で 3.23 ドルであったのに対し、欧州のプログラムは 26～89 ドルと、10

倍近い開きがあることがわかった5。特にフィンランドでは、国策として「大企業や一般

的な中小企業よりも、スタートアップに優先して予算を配分する」ことを打ち出してお

り、経済規模に比べてプログラムの規模が非常に大きい。 

  なお、米国に関しては、本調査で対象とした SBIR は単一のプログラムではなく多数の

プログラムの集合体であるため単純な比較は困難であるが、アメリカ国防総省（DoD）

の SBIR だけで見ても 1 億ドル近くを投じており、その予算規模は日本とは比較になら

ないほど大きい。 

図表 24 各国のプログラム予算比較 

 
※ 日本の i-challenge!は、2019 年度は予算が停止されたため非掲載。米国 SBIR と英国 SBRI は、小規模なプロ

グラムの集合体であり、単純な比較にそぐわないため非掲載 

＜出所＞名目 GDP 額は 2017 年データ（IMF World Economic Outlook"より） 

 

                                                   

 

プログラム
予算規模
（USドル）

名目GDP
（百万USドル）

予算規模（USドル） ／
名目GDP（百万USドル）

日本 NEDO STS 5,400,000 4,872,100 1.11

日本 JST START 15,732,000 4,872,100 3.23

EU　SME Instrument 542,400,000 17,281,900 31.39

英国　SMART Grant 69,430,000 2,624,500 26.45

フィンランド　YICF 22,600,000 253,240 89.24
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■ 長期的で安定した欧米のプログラム／短期的で不安定な日本のプログラム 

 また、欧米と日本では、プログラムの継続性・安定性にも大きな差がある。EU の SME 

Instrument は、HORIZON2020 という 7 年間の政策枠組みの中に位置づけられている

ため、少なくとも 7 年間はプログラムが継続する前提で制度設計がなされている。英国

の SMART Grant は 2011 年から、フィンランドの YIC Funding は 2008 年からスター

トし、それぞれ終了期限を定めず継続的に予算が投入され、政権交代を経ても安定的に

運営されている。（むしろ予算は年々増加している） 

一方で、日本の場合、NEDO の STSは 2015 年スタートで、2015 年及び 2016 年は補

正予算の単発事業として行われた。その後当初予算事業となったものの、予算の減少・

伸び悩みに直面している。また総務省の I-Challenge!は 2014 年にスタートし 2018 年ま

で 5 年間続いたが、2019 年度は予算が付かず、公募が停止された。JST の START は、

2012 年に開始し、比較的安定的に運営されているが、予算の規模は当初に比べて減少し

ている。 

このように、日本のプログラムは短期的で不安定な予算によって運営がなされており、

開始から数年程度で予算が打ち切られるか、次第に予算が減少していくという傾向があ

る。 

スタートアップ向けのファンディング・プログラムは、支援先が成長して「成果」が

出るまで時間がかかるうえ、運営の効率化や知名度獲得が成果をあげる肝になるため継

続性が重要であり、この点で日本のプログラムは欧米のプログラムに比べて見劣りがす

る。 

 

■ 予算の規模拡大と安定性確保が課題 

上述の通り、日本のスタートアップ向けファンディング・プログラムの予算は、欧州に

比べて対 GDP 比で 10 分の１程度であり、かつ、予算の継続性という面でも劣っている。 

  日本が今後、本格的にスタートアップによるイノベーション創出に取り組むのであれ

ば、今よりも大規模で安定した予算を確保し、ファンディング・プログラムに充ててい

くことが必要である。 

 

（２）制度設計 

■ VC と協調する日本／シンプル・スマートな欧州／課題設定・公共調達型の米国 

  日本・欧州・米国のファンディング・プログラムを比較すると、その制度設計の在り

方に大きな違いがあることがわかる。 

＜VC と協調する日本＞ 

  日本の最大の特徴は、プログラムにおける「民間 VC の役割の大きさ」にある。NEDO

の STS、総務省の i-challenge!、JST の START はいずれも、執行機関と協力関係にある

民間の VC に「最初の目利き（審査）」の機能を委ねていることに加え、その目利きを行
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った VC が採択後に「ハンズオン支援」を行う仕組みになっている。NEDO の STSはこ

うした仕組みを「VC 協調支援」と呼んでおり、VC と政府が協調してスタートアップを

支援するスキームだと捉えることができる。（下表参照） 

  こうした仕組みは、今回調査した米国・欧州では全く見られない。もちろん、他国で

も審査委員会のメンバーに VC が含まれているケース（EU SME Instrument 等）や、採

択者向けのハンズオン支援のチームに VC が含まれているケース（米国 SBIR 等）は少な

くないが、これはあくまで政府や執行機関が行う業務の一部を委託するという性質のも

のであって、日本のようにプログラムのスキームの中に VC の役割が明確に組み込まれて

いる訳ではない。 

図表 25 日本のプログラムにおける VC の役割 

 

 

＜シンプル・スマートな欧州＞ 

 欧州のプログラムの特徴は、シンプルな制度設計と運営プロセスの効率性にある。「利用

者にとっての使いやすさ」と「運営の効率性」を高めることで、「投入した予算あたりの成

果（イノベーション創出）を最大化する」ことが、徹底して追及されている。 

 

例えば、欧州のプログラムにおいて、スタートアップがプログラムに申請する際にすべ

きことは、申請書に研究計画や事業計画を書いて提出することだけであり、これは、日本

の STS や i-challenge!、START の複雑な申請プロセス（VC との調整や 2 度の提案書提出

等）とは対照的である。 

 

また、今回調査した EU と英国・フィンランドでは、スタートアップ向けのファンディ

ング・プログラムの公募は基本的に通年で行われており、スタートアップは自社の都合の

よいタイミングで応募し、利用することができる。（日本では通常、公募期間は年間数カ月

程度のものが多く、スタートアップはそれに合わせて申請しなくてはならない） 

 

EU や英国では、審査プロセスの高度化・効率化にも力を入れており、数千人の専門家の

ネットワークの中から提案ごとに自動的に審査委員を割り当て、審査し、集計する仕組み

STS

i-challenge!

START

目利き（審査）における役割 採択後のハンズオン支援

◼ 「認定VC」による出資約束を得たスタート
アップのみが、プログラムに申請できる

◼ 「一次提案審査委員会」を構成するVCと
マッチングしたスタートアップが、二次提
案に進むことができる

◼ VC等で構成される「事業プロモーターユ
ニット」の一次審査を通過した研究者が、
二次申請に進むことができる

◼ 出資約束をした認定VCがスタートアップ
をハンズオン支援

◼ マッチングしたVC等が「事業化支援機
関」としてスタートアップをハンズオン支援

◼ 研究者と事業プロモーターが連携し研究
開発と事業化を推進
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を構築している（審査委員を評価する仕組みも有しており、審査の精度を年々改善してい

る）。また、英国の SMART Grant および SBRI では、「モニタリング」に関しても効率化

が進んでおり、採択者ごとに外部の「モニタリングオフィサー」が割り当てられ、開発成

果・支出内容のチェックや執行機関への報告を行うことで、採択者と執行機関双方の負荷

を軽減している。 

 

 こうしたシンプルでスマートな制度設計と運営プロセスは、大規模なファンディング・

プログラムを実現する際には欠かせないものであり、日本にとっても参考になる点が多い。 

  

＜課題設定・公共調達の米国＞ 

 米国の SBIR、特に国防総省等の調達官庁が実施するプログラムの特徴は、公募における

明確な課題設定と、開発成果の公共調達を重視する姿勢にある。 

 米国の SBIR では、公募にあたって、「各省庁における調達ニーズ」と「世の中の技術的

トレンド」を踏まえ、「解決すべき具体的な課題」が公募テーマとして提示されるのが一般

的である。SBIR を通じて開発された技術は、最終的に SBIR 実施省庁が直接的・間接的に

「公共調達」することが多く、それがスタートアップの事業化やイグジットの成功率を高

めてきた。（公共調達に繋げるため、マッチングやコンサルティング等の、多様なハンズオ

ン支援も採択者に対して提供されている） 

 

 一方、日本や欧州のプログラム（英 SBRI は除く）の多くは、公募にあたって特定のテー

マを設定せず、スタートアップ側が自由なテーマで応募できるものが多い。こうしたスキ

ームでは、開発成果は当然、政府の調達ニーズに基づいていたものにはならないため、「公

共調達」に至ることは少ない。 

 

 公共調達によってスタートアップ等によるイノベーションを促進するという手法は、現

在日本においても導入に向けた議論が始まっており（日本版 SBIR、内閣府 オープンイノ

ベーションチャレンジ等）、米国 SBIR の仕組みを詳細に研究して本格的に導入していくこ

とが求められる。 

 

■ 日本における「VC協調支援」の強みと弱み 

日本のプログラムの特徴である「VC 協調支援」の手法は、もともと、VC による「目

利き」や「ハンズオン支援」をプログラムに組み込むことで、審査の信頼性や事業化の

成功率を高めること、そして当時まだ発展途上だった VC 業界を支援すること（VC から

見れば、出資先に政府の補助が入ることでリスクを下げられる）という複数の目的のも

と、設計・導入されたものである。 

この仕組みは、導入当初から今にいたるまで有効に機能してきた。STSや i-challenge!、
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START 出身のスタートアップは年々増加しているし、VC 業界の発展にも寄与し、各プ

ログラムが連携する VC の数も拡大している。また、この VC と政府の友好的な関係は、

今後日本がファンディング・プログラムを改革していくうえで、他国にはない日本の強

みとして機能する可能性もある。 

一方で、現状の VC 協調支援の仕組みが、いくつかの問題を抱えていることも、次第に

明らかになってきた。 

 

＜プログラムの複雑化＞ 

問題の１つは、「プログラムの複雑化」である。VC 協調支援は、その過程で特定の VC

との「マッチング」の必要があり、各プログラムでは「審査」のプロセスを通じて、こ

のマッチングを行っている。これによって、例えば STS であれば、申請に先立って認定

VC との調整が必要になるし、i-challenge!や START では、採択までに VC 向けと政府向

けの 2 回にわたって申請書を作成し、審査を受ける必要があり、スタートアップにとっ

て大きな負荷がかかっている。 

「VC 協調支援」と、「利用者の利便性確保」を両立できるよう、制度の在り方を見直

していく必要がある。 

 

＜プログラムの規模拡大が困難＞ 

もう１つの問題は、今のままでは「プログラムの規模拡大が困難」な点である。VC 協

調支援は、執行機関と協力関係にある特定の VC に、プログラムのプロセスの一部を委ね

る仕組みである。ハンズオン支援などに伴い VC 側で発生する業務負荷も大きく、担い手

も限られており、プログラムの規模を拡大するには限界がある。（例えば今の仕組みをそ

のままに、予算規模を欧州並みの百億円規模に引き上げることは不可能だろう。） 

  今後、日本において大規模なプログラムを実現していくためには、運営体制やスキー

ムを大きく変えていくことが必要になる。（おそらく、それには欧州のプログラムが参考

になる） 

 

＜公共調達との接続が困難＞ 

  VC 協調支援は、「公共調達」に繋げることが難しいという問題もある。米国 SBIR に

おいて、開発成果が公共調達に結びついている最大の理由は、各省庁に所属する科学技

術の専門家が、現場のニーズを踏まえて公募テーマを設定し、審査や採択後のハンズオ

ン支援にも深く関わることにある。 

  この役割を民間の VC が担うことは困難（各省庁における調達ニーズが把握できないた

め）であり、米国 SBIR 型のプログラムの実現には、今とは異なる体制・異なるスキーム

が必要になる可能性が高い。 
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■ 欧州型大規模プログラムと米国 SBIR型プログラムの実現が課題 

上述の通り、日本のスタートアップ向けファンディング・プログラムは、「VC と政府

の協調支援」に特徴があり、これが日本のプログラムに独自性と強みをもたらしてい

る。一方で、今後日本がプログラムの予算規模を拡大したり、課題設定・公共調達型

のプログラムを導入していく際には、現状の仕組みが上手く機能しない可能性が高い。 

 このとき、プログラムの大規模化に関しては、EU の SME Instrument や英国の

SMART Grant のような欧州型のプログラムが、課題設定・公共調達型のプログラム

に関しては米国 SBIR が参考になる。 

 日本の強みを生かしつつ、これら海外の制度に学び、日本のファンディング・プロ

グラムの改革を図っていく必要がある。 

 

（３）執行機関 

■ 裁量と独立性の高いプロフェッショナルチームが運営する欧米／裁量と独立性に乏しい日本 

欧米と日本では、ファンディング・プログラムの運営体制が大きく異なっている。

欧米の場合、執行機関におけるプログラム責任者とそのチームは、プログラム運営に

関して大きな裁量を持つとともに、一つのプログラムに長期間携わり、「スタートアッ

プ向けファンディング・プログラムのプロフェッショナル」としてノウハウやネット

ワークを蓄積していく。例えば、EU の SME Instrument や英国の SMART Grant は、

プログラムの創設当初から責任者が変わっておらず、そのプログラムに関わる意思決

定のほとんど全てをその人物が行っている。プログラムを運営する過程で生じた「気

づき」や「問題意識」を、すぐに次のプログラムの制度設計や運営プロセス設計に反

映し、改善を繰り返していくことで、欧米のプログラムは年を経るごとに洗練されて

いる。プログラムの責任者は、運営チームの人材採用にも裁量を持っており、例えば

英国の SMART Grant では、プログラム責任者自身が採用活動も行って、自らのチー

ムを作り上げている。 

一方、日本の場合、プログラムの運営チームは、大きな「日本的官僚組織」の一部

門という側面が大きい。中立性やプログラム運営の安全性が厳しく求められるため、

挑戦的な運営がしにくく、裁量が乏しいため制度の改善に取り組むことも容易ではな

い。また、責任者もその他チームメンバーも２年程度で異動となることが多く、プロ

グラム運営のノウハウが蓄積されにくい。 

日本が、大規模なスタートアップ向けファンディング・プログラムの実現を目指す

のであれば、予算や制度そのものだけでなく、執行機関の在り方も大きく変え（ある

いは新たに創設し）、「スタートアップ向けファンディング・プログラムのプロフェッ

ショナルチーム」を作っていく必要があると考えられる。 
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■ 科学技術の専門家が差配する米国 SBIR／専門家がプログラム運営に関わらない日本 

多くの先行研究で指摘されている通り、米国 SBIR は各省庁に配置されている科学技

術の専門家（米国海軍の場合はサイエンスディレクター）が SBIR の「プログラムマ

ネージャー（PM）」となり、公募時の課題設定から提案の審査、成果評価までを実質

的に差配することで、大きな成果を上げている。実際に、目まぐるしく変化する技術

的トレンドと現場のニーズを公募時の課題として落とし込み、プログラムを運営して

いくには、科学技術に通じた人材に大きな裁量を与える米国 SBIR の仕組みが最も効

果的だと考えられる。 

一方、日本の省庁には、米国海軍における「サイエンスディレクター」に相当する科

学技術の専門家のポストは一定する存在するものの、こうした人材がスタートアップ

向けファンディング・プログラムの PM になることはほとんどない。 

日本において米国 SBIR のような課題設定型（ニーズドリブン）のプログラムを実現

するうえでは、「科学技術の専門家によるプログラム運営」の仕組みを整えていく必要

がある。 

 

（４）執行ルールの比較 

■ 成果の最大化と運営の効率化を目指す欧米／プロセスの厳密性にこだわる日本 

   ファンディング・プログラムの執行機関の重要な役割の１つとして、事業期間中お

よび事業完了後の「モニタリング」が挙げられる。執行機関は、採択者が期間中に取

り組む事業の内容をチェックし、開発が進んでいるか、手続きに間違いがないか、不

正が行われていないかを確認し、問題が発覚したら指導して軌道修正を図る。この際

に、モニタリングを厳しく行えば行うほど、採択者の事務負担が増えてイノベーショ

ン創出の活動を阻害することになるし、プログラム運営に係るコストが跳ね上がるた

め、モニタリングをどのように行うかはプログラムの設計と運用における重要な論点

である。 

   欧米の場合、この「モニタリング」は、あくまでプログラムの成果を最大化するた

めのツールとして考えられており、そこには常に「効率性」が意識されている。つま

り、不正やミスを減らしたり開発をスムーズに行わせるために必要なモニタリングは

行うが、モニタリングのために採択者に大量の書類作業を負わせたり、モニタリング

のために人件費をかけすぎることは避けなくてはならない、と考えられている。 

 

実際に、EU の SME Instrument において、「フェーズ１」（5 万ユーロの 100％補助）

では事後に形式的なモニタリングが行われるのみ、フェーズ２（50 万～250 万ユーロ

の 70％補助）では開発内容に関するモニタリング（開発目標が達成されたか否か）が

中心で、日本の経済産業省系の補助金等における確定検査に該当するような支出内容

の詳細なチェックは全体の 10％の案件に対してのみ行われる。また、採択者のミスに
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よる補助金の不適切な利用（対象経費以外に補助金を使ってしまう等）は、ゼロにす

るのはプログラムの運営上非効率であるとの考えから、「補助金全体 2％以内に抑える」

という現実的な目標が掲げられている。 

 

また、英国の SMART Grant および SBRI では、採択者それぞれに外部の「モニタ

リングオフィサー」が配置され、そのモニタリングオフィサーが採択者との面談に基

づいて執行機関向けの報告書を作成する仕組みがとられており、採択者の事務負担が

最小限に抑えられている。 

 

   一方で、日本の場合は欧米とは反対に、「プログラムの成果や効率性」よりも「プロ

セスの正確性」が優先され、採択者と執行機関双方にとって大きなコストがかかる厳

密なモニタリングが行われている。事業完了後の確定検査では、人件費や物件費の証

跡が 10cm以上の書類の束となることも少なくなく、それを作成するスタートアップに

とっては大きな負担となり、また、モニタリングを行う執行機関にとっては運営コス

ト高の原因となっている。 

 

■ 採択者のキャッシュフローに配慮する欧米／配慮しない日本 

欧米のプログラムには、スタートアップのキャッシュフローに最大限配慮し、費用

が発生する前に補助金や委託金を支払える制度設計となっているものが多い。例えば、

EUの SME Instrumentでは、フェーズ１では一律 5万ユーロの補助金を全額前払い、

フェーズ２では最大 250万ユーロの補助金のうち 50％を前払いできる仕組みになって

いる。また米国 SBIR や英国 SBRI でも契約時の調整次第で実際に費用が発生する前に

委託費の一部を支払うことが可能である。 

一方、日本の場合、START のような研究者向けのプログラムを除き、補助金・委託

費は基本的に事業完了後の精算払いであり、概算払いの利用には制約がある。 

民間からの調達が十分にできず資金に乏しいスタートアップは、補助金・委託費を

受け取るまでのつなぎ資金を得るために銀行から借り入れを行ったり、エクイティ・

ファイナンスによる調達に駆け回ったり、その目途が立たなければ申請を諦める、と

いう事態も生じている。これは、「民間からの資金調達が難しい高リスクな案件を支援

する」という、ファンディング・プログラムの本来的な役割と照らして望ましくなく、

見直しが必要である。 

 

■ 執行ルールの見直しが必要 

上記の他にも、日本の補助金・委託費の執行ルールに関しては、収益納付の規定や、

試作品を販売できない点、取得財産の管理や処分に厳しい制限がつく点など、スター

トアップのイノベーション創出を阻害するものが多い。 
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これらは、日本の「補助金等適正化法」および、歴史的な経緯によって複雑化した

執行機関のローカルルールに原因があり、ファンディング・プログラムの運営の高度

化・効率化に向けて、見直しを進めていく必要がある。 

 

２．「最強のファンディング・プログラム」実現に向けて 
以下では、本レポートの締めくくりとして、そして今後のスタートアップ補助金の改革

に向けた叩き台として、我々調査チームとしての「最強のスタートアップ向けファンディ

ング・プログラム」の案と、「それをどのように実現していくべきか」の 2 点について検討

したい。 

 

（１）「最強のファンディング・プログラム」の青写真 

 第 2 部第 1 章では、日本のファンディング・プログラムの特徴と課題を以下のように整

理した。 

【予算】 

 ・ 日本のスタートアップ向けファンディング・プログラムは欧州や米国に比べて、予

算の規模や安定性という面において大きく見劣りがする。これを、少なくとも欧州

における標準的なレベルに近づけていく必要がある。 

【制度設計】 

 ・ 日本のプログラムは、「政府と VC が協調してスタートアップを支援する」という、

欧米にはない特徴を持つ。これは、日本の強みでもあり、今後の改革にあたっては

制約にもなる。 

 ・ 今後、日本では「プログラムの規模拡大」と「課題設定・公共調達型プログラムの

導入」を実現していくことが重要であり、そのためには現在のスキームや体制を大

きく変えていく必要がある。 

 ・ 「プログラムの規模拡大」という面では、欧州のシンプルな制度設計やスマートな

運用に学ぶことが重要である。また、「課題設定・公共調達型プログラムの導入」に

関しては米国 SBIR および英国 SBRI が参考になる。 

 【執行機関】 

 ・ ファンディング・プログラムの改革においては、制度設計だけでなく、プログラム

を運営する「執行機関」の改革も同様に重要である。 

 ・ 日本の執行機関は、欧米に比べて裁量に乏しく、挑戦し辛く、ノウハウやネットワ

ークが蓄積されにくい。大規模プログラムを効果的・効率的に運用していくために

は、既存の組織とは別に新たな執行機関を設置し、「スタートアップ向けファンディ

ング・プログラム運営のプロフェッショナルチーム」を作っていく必要がある。 

 ・ また、課題設定・公共調達型プログラムの実現には、「公共セクターの調達ニーズを
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良く知る科学技術の専門化が、プログラムに深く関与する仕組み」を作っていく必

要がある。 

 

 

【執行ルール】 

・ 厳しすぎるモニタリングや、スタートアップのキャッシュフローへの配慮不足、収

益納付、取得財産管理の厳しさ等、現状のファンディング・プログラムの執行ルー

ルは多くの課題を抱えている。 

・ これらは、制度設計の問題ではなく、補助金等適正化法や、それに基づいて執行機

関が独自に定めるローカルルールに起因するものである。 

・ 新たに設置する執行機関のもと、スタートアップ向けのファンディング・プログラ

ムに特化した、新しい補助金・委託費の執行ルールを作っていく必要がある。 

 

次ページの図表は、これらの現状と課題を踏まえ、我々調査チームが考えた「最強のス

タートアップ向けファンディング・プログラム」の青写真である。 

 

 

 

  



 

（お問い合わせ）経済政策部  TEL：03-6733-3484    E-mail：y.kita@murc.jp 56 / 64 
 

図表 26 「最強のスタートアップ向けファンディング・プログラム」の青写真 

 

 

⚫ 7年間の政策枠組みのもと、年度をまたぐ執行が可能な、年間120億円の予算を確保

常設・シンプル設計の大規模プログラムを実現
（約100億円）

予算

制度設計

◼ EUのSME Instrumentをベンチマーク

◼ 常時申請可能（締め切りは年4回）で、申請プロセス
がシンプルな、分野やテーマを問わないプログラム。

◼ 2段階の支援を提供

⚫ フェーズ１：フィージビリティ・スタディ

- 1件あたり1,000万円の100％補助／事業期間
1年／年間300件の採択

⚫ フェーズ２：試作品開発

- 1件あたり2,000万円～1億円の75％補助／事
業期間2年／年間100件の採択

※ フェーズ２からの申請も可能

◼ 審査およびハンズオン支援でVCと連携

単発・課題設定型の小規模プログラム群を実現
（約20億円）

◼ 米国SBIR・英国SBRIをベンチマーク

◼ 調達省庁のニーズや課題をテーマとした小規模な
プログラムを年間10本程度実施（日本版SBIRの改
革により実現）

◼ 2段階の支援を提供

⚫ フェーズ１：フィージビリティ・スタディ

- 1件あたり1,000万円の委託／事業期間6カ月
／各プログラムの採択は5件程度

⚫ フェーズ２：試作品開発

- 1件あたり2000万～1億円の委託／事業期間2
年／ 各プログラムの採択は２件程度

※フェーズ２からの申請は不可。フェーズ2後は公共
調達にむけて支援を継続

◼ ハンズオン支援でVCと連携

スタートアップ向け補助金執行の
スペシャリストチームを組成

米国SBIR型の「プログラム・マネジャー」を設置し
調達省庁と共同でプログラムを運営

執行機関

◼ 米国海軍及びInnovate UKをベンチ―マーク

◼ それぞれ専門の技術分野を持つ米国SBIR型のプロ
グラムマネジャー（PM）を5名程度設置

◼ PMは、調達省庁のニーズを公募の「テーマ」に落と
し込み、調達省庁と共同でプログラムを実施。

◼ 審査や評価の大部分を担当のPMが行う。

◼ 欧州委員会及びInnovate UKをベンチマーク

◼ 20名程度の独立性の高いチームが継続的にプログ
ラムを運営し、常に改善を図る。

◼ チームは、補助金執行とスタートアップに通じるスペ
シャリストで組成

◼ 審査やモニタリングは外部のネットワーク活用やIT
化により徹底して高度化・効率化

執行ルール

◼ 新たに立ち上げた執行機関のもと、成果の最大化と利用者の利便性向上を実現するため、補助金・委託費
の新たな執行ルールを整備

⚫ 採択者のキャッシュフローへの配慮／補助対象経費の拡大／収益納付の撤廃／モニタリングの効率化
／取得財産管理の柔軟化

◼ 日本の特徴である「政府とVCの協力関係」を活かしつつ、欧州型の「大規模でスマートなプログラム」と、米国
SBIRにならった「課題設定・公共調達型の小規模プログラム群」を実現する。

◼ 上記２種類のプログラムを運営する執行機関を新たに立ち上げる。（既存組織のローカルルールから自由になるた
め、新たな組織として立ち上げるのが望ましい）
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（２） ここから変えたい！日本のスタートアップ政策 

補助金や委託費の在り方に関しては、法律や歴史的経緯が複雑に絡み合っており、もち

ろん一朝一夕で上記のような仕組みを作り上げることはできない。そこで、本レポートの

締めくくりとして、日本のスタートアップ向けファンディング・プログラムの改革のプロ

セスを、いくつかの段階に分けて示したい。 

 

■ STEP1:小規模な「パイロット・プログラム」を実現 

  欧米に比べて規模も体制も大幅に遅れをとっている日本のスタートアップ向けファン

ディング・プログラムを、いきなり欧米並みに引き上げるのは容易なことではない。ま

ず取り組むべきは、将来的に実現すべき「最強のファンディング・プログラム」の在り

方を見据えながら、小規模で実験的なパイロット・プログラムを素早く実施することだ。

現状の課題を踏まえてゼロから制度設計を行い、運営はモチベーションの高い少数の人

材で構成されたチームに高い裁量を与えて行う。執行ルールも特別に柔軟化するのが望

ましい。 

  こうしたパイロット・プログラムを短期間で複数回実施し、成果評価まで行いながら、

本格的な導入に向けた準備と議論を進めていく。 

 

■ STEP2:新たな「執行機関」を作る 

  パイロット・プログラムと並行して準備を進めていくべきなのは、来るべき「最強の

ファンディング・プログラム」を運営する執行機関の創設である。スタートアップ向け

のプログラムは、現状のように大企業や中小企業・大学の研究者向けのプログラムと同

じ組織・同じルールのもとで運営していくには限界がある。執行機関自体が、スタート

アップのようにチャレンジを恐れない創造的な組織であるべきで、そうした組織を日本

で一から作っていく必要がある。 

  この執行機関は、上記パイロット・プログラムの運営チームを核に、NEDO や JST 等

のファンディング・プログラム運営のスペシャリストや、民間の VC 等から人材を招いて

組成するのが望ましい。（海外の執行機関との人事交流も積極的に行う） 

  

■ STEP3:新たな「執行ルール」を作る 

  執行機関の在り方が定まってくれば、次にすべきことは補助金等の「執行ルール」の

見直しである。補助金等の具体的な執行ルールは、補助金等適正化法という大枠の中で、

執行機関ごとに規定や要綱・マニュアル等の形で定められている。補助金等の長い歴史

のなかで、この執行ルールが複雑化し、また過剰にリスク回避的になってしまっている

ことが、現在のファンディング・プログラムの問題の大きな原因である。新しく創設さ

れた執行機関のもと、執行ルールを一から作り直すことができれば、現在の問題の多く

を解決できる可能性がある。これも、パイロット・プログラムで策定した執行ルールを
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下敷きに議論を進めていくことが有効だろう。 

 

■ STEP4：パイロット・プログラムを継続的な正規プログラムへ 

パイロット・プログラムを複数回実施した後、制度設計や運用体制の見直しを行った

うえで、正規のプログラムとして本格稼働を開始する。予算規模は計画的・段階的に上

げていき、３年程度かけて欧米並みの水準を目指す。最低でも 7 年は継続する前提でプ

ログラムを開始することが望ましい。 

 

■ STEP５：法律を変える 

   最強のファンディング・プログラムを実現するうえで「補助金等適正化法」がボトル

ネックとなる場合（執行機関の制定する執行ルールでは解決できない場合）は、その改

正に向けた議論を進めていくことも必要である。例えば、補助金においてイノベーショ

ン創出を阻害する原因の一つとなっているのが「収益納付」（補助事業の結果として収益

が出た場合はその収益を国に返さなくてはならない）の規定だが、これは補助金等適正

化法の第 7 条の条文6に基づいて定められており、こうした状況を変えていくには法律の

改正が必要になるかもしれない。 

 

 

  

                                                   
6 補助金等適正化法の第 7 条に「各省各庁の長は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収

益が生ずると認められる場合においては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付し

た補助金等の全部又は一部に相当する金額を国に納付すべき旨の条件を附することができる」とある。た

だ、この条文を普通に解釈すれば、収益納付は（イノベーション創出を阻害するという意味で）補助金交

付の目的に反するため、むしろ収益納付を義務付けているプログラムのほうがこの法律に反しているよう

にも考えられる。 
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 経済政策部 副主任研究員  

 

・ 2007 年に三菱 UFJ リサーチ&コンサルティングへ入社。 

・ イノベーション政策、スタートアップ政策の分野で、経産

省をはじめとする官公庁の調査研究プロジェクトや、政策

の執行支援業務を行っている。 

・ 2018 年度に１つのスタートアップ向けファンディング・プ

ログラムの運営を経験して、そこで得た問題意識から今回

の研究プロジェクトを企画した。 

・ E-mail: y.kita@murc.jp 

国松 麻季  
中央大学 国際経営学部 准教授 

（執筆時は三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングに所属）  

・ 日本経済団体連合会、在ジュネーブ日本政府代表部、三菱

UFJ リサーチ＆コンサルティングを経て、2019 年 4 月か

ら現職。専門は国際経済法、通商政策、サービス貿易。 

・ 前職では、グローバル市場での日本企業の展開に資するべ

く経済・産業政策、法制度の国際比較に係る調査研究を実

施。その一環として今回の研究プロジェクトに参画、現地

調査等を担当した。

https://www.chuo-u.ac.jp/academics/faculties/globalmanagemen

t/teacher/teacher02 
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